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茨城県教育研修センター 

特別支援教育課 

 

第２版 



「特別支援学級スタート応援ブック学級経営編 第２版」 

について 

平成 24 年７月に中教審初等中等分科会は「共生社会の形成に向けたインクルー

シブ教育システム構築のための特別支援教育の推進（報告）」において，特別支援教

育の推進に関する新たな方向性を示しました。そして，平成 28 年４月より施行さ

れた障害者差別解消法においては，公立学校における合理的配慮の提供が義務化さ

れました。このように，特別支援教育を巡る状況は，初版の「特別支援学級スター

ト応援ブック」が公開された当時とは大きく変化してきました。そこで，そうした

状況の変化を反映したものにするため，この度，スタート応援ブックの改訂作業を

行い，第２版として公開することになりました。 

具体的には以下のような改訂を行っております。 

〇「学級経営編」第Ⅱ章に「個別の教育支援計画の作成」を追加 

〇「資料編」の用語集に「インクルーシブ教育システム」「基礎的環境整備」「合理的配慮」

「障害者権利条約」「障害者差別解消法」の項を追加 

〇スタート応援ブック学級経営編全体にわたっての，インクルーシブ教育システムを踏まえ

た文言の修正 

〇情報源の更新（インターネットリンクのアドレス等） 

新しく特別支援学級・通級指導教室を担当される先生方はもちろん，経験を積まれ

た先生方にも，基礎的・基本的な事項の再確認に，ご活用いただけると幸いです。 

平成 28 年４月 

茨城県教育研修センター特別支援教育課 
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１ 

始業日までの準備 

 児童生徒が安心して登校できるように，また，保護者に安心感を与えられるように，学

校全体の協力体制を整えて，万全な準備をしましょう。 

１ 準備すること 

□ 指導要録 

□ 補助簿（市町村によって様式が異なります） 

□ 健康診断票  ※養護教諭に確認 

□ 出席簿 

□ 氏名ゴム印 

□ 名簿，連絡網  ※交流学級担任と相談 

□ 教室環境 

□ 教科書（知的障害特別支援は他学級と取り扱いが違います） 

※教科書担当者，交流学級担任と確認 

□ 連絡帳 

□ 机・いす 

□ 学級費や教材費の会計事務の処理 

※消耗品や交流学級での教材費などの取り扱いは，交流学級担任と確認 

□ 就学奨励費，準要保護等の確認   ※担当者に確認 

２ 確認すること 

□ 出席簿の記名順（学年順，五十音順）※指導要録と順番を合わせておく 

□ 氏名印，氏名の読み方，漢字等 

□ 連絡先（緊急の連絡先） 

□ 通学路（危険箇所），通学方法（保護者付き添いの有無，徒歩，自動車送迎等） 

□ 登下校（送迎の場所，時間），登下校班（同じ班のメンバー，班長等の役割） 

□ 児童生徒の実態把握，引き継ぎ（資料や前担任からの聞き取りから） 

□ 入学前の学校・園の担当者からの情報（個別の教育支援計画，個別の指導計画等） 

□ 保護者の願い・要望（学校生活上の配慮点，特別支援学級で活動する時間と交流

学級で活動する時間について，服薬，行事等の参加方法等） 
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□ 交流学級での活動についての学校全体での共通理解（移動の仕方，どの時間を交

流学級で活動するか，情緒不安定になったときの対応方法等） 

□ 特別支援教育支援員の動き（どの時間に誰をどのような方針で支援するか） 

□ 教科書，副読本，ドリル等の配付数や配付する場所等 

□ 学校だより，学級通信等の配付場所（配付は交流学級か特別支援学級か） 

□ 教室内の環境整備，掲示物 

□ 机，いす等の高さやサイズ 

□ 市町村教育支援委員会の審議資料  ※重要 

□ 校内教育支援委員会の審議資料 

□ 関係機関からの入学（転入）書類等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜引き継ぎ資料に目を通しておきましょう＞ 

 特別支援学級の担任は，自分が担任する児童生徒の実態把握を丁寧に行

うことが大切です。事前に引き継ぎ資料に目を通しておきましょう。 

 新設の学級や新入生の場合には，引き継ぎ資料が少なく十分理解できな

いこともあります。そのときには，前年度の担任や特別支援教育コーディ

ネーター等を通じて情報を収集し，児童生徒が始業式や入学式から安心し

て学校生活が送れるように準備しましょう。 

特別支援学級は，一つの学級であり，通常の学級と同様，

適切に運営していくためには，すべての教職員の理解と協力

が必要です。 

職員会議や学年会等で，児童生徒の特徴や活動の様子等を

話すことによって，共通理解を図り，出張等で特別支援学級

担任が不在になっても，学習や活動が普段通りに行われるよ

う協力してもらうといいですね。 
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２ 

始業式，入学式での配慮 

 始業式や入学式までの期間は，様々な準備に追われ，大変慌ただしいものです。児童生

徒が１年の始まりの式にスムーズに参加できるように，学校全体で一つ一つ確認しておき

ましょう。 

 学校全体で確認しておきたいこと 

□ 児童生徒の実態（児童生徒の状態，障害特性，パニックや発作等への対応等） 

□ 式の流れ，会場，時間，移動方法，座席の位置，周囲に座る友達 

□ 児童生徒の式前後の動き（待機場所，交流学級との関わり，トイレ，入退場，教

室への移動） 

□ 保護者の動き（教室への移動や待機場所，座席等） 

□ 教職員の付き添い（誰に付くか，付く場所の確認） 

□ 呼名（呼名者，呼名の仕方，返事の仕方） 

□ 教師，特別支援教育支援員の役割分担 

□ 児童生徒への連絡の時間，場所（式の流れや時間等） 

□ 配付物や連絡事項（教科書や予定表等） 

 健康面で配慮が必要な場合には，養護教諭を中心に学校全体で共通理解

を図っておきましょう。 

 学級通信等で，担任の自己紹介とともに，学級の方針を知らせたり，協

力をお願いしたりしましょう。保護者との連携では，最初の印象がとても

大切です。（Ｐ26参照） 

 まずは入学式から… 保護者は，担任からの言葉かけやかかわり方，さら

には，児童生徒自身の様子を見て，安心してまかせることのできる担任で

あるかを判断します。十分に配慮した対応と保護者への心遣いを忘れない

ようにしましょう。 
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３ 

教室環境の整備 

特別支援学級の教室は，児童生徒が活動しやすいように，実態に応じた環境整備をする

ことが必要です。 

健康・安全面への配慮，学習に集中できる工夫等を考えながら整備しましょう。 

１ 教室環境の留意点 

□ 車椅子，歩行等の妨げにならないように，移動のためのスペースを確保する 

□ 机やロッカー等の角のような突起物にはカバーをする 

□ 適切な採光を確保する（くもりガラス，ミラーカーテン等の利用） 

□ 学習活動に集中できるよう，教室前面に注意を取られやすいものがないようにす

る（道具や教材の置き場，掲示物等） 

□ ロッカーや棚の一つ一つに，中に入れる用具や遊び道具などを分かりやすくする

ため，名前のラベルや写真を貼る 

□ 学習活動や休憩等に効果的に使用できるように，畳やじゅうたん，ソフトマット

などで作られたスペースを用意する（構造化） 

□ 予告なしの模様替えをしない 

２ 教室前面黒板付近の工夫 

□ 黒板を分割して，学習内容等によって使い分ける 

□ 1日のスケジュールを文字や写真，絵カード等，児童生徒が分かる形で掲示する 

□ 明かりの調整や外の風景・ＩＣＴ機器を隠すためのカーテン 

３ いろいろなスペースづくり（学校の実態に応じて工夫を） 

□ 一人で学習したいとき，着替え，クールダウンの時に使う個別ブース 

□ 畳やソファーのあるリラックススペース 

□ 友達とかかわったり，集団で作業をしたりするための大きなテーブル，  
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教室環境の例 

４ 教室環境の例 

 
布で隠されたテレビ 

個人ごとの時間割 

畳やソファーのある 

リラックススペース 

布で覆い隠したロッカー みんないっしょに 

作業ができる 

大きなテーブル 

仕切りで 

囲まれた 

個別ブース 
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＜ロッカー＞ 

     

 

 

 

 

 

 
        整頓の仕方を写真で示す        使用しない時間はカーテンや布で覆う 

＜道具箱＞                ＜机や椅子の位置＞ 

 

 

 

 

 

 
底に整頓できた状態の写真を貼る             正しい位置を線で示す 

＜スケジュール＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 
      個人ごとの１日の時間割，朝の支度の手順，１時間の授業内の学習内容の順番を提示する 

＜側面の壁面の利用＞※前面の掲示物は必要最小限にとどめて，常時の掲示物は側面を利用する 

 

 

 

  

 

 

 
方角・方向を表す言葉（教室からみた位置で示す）    正しい座り方を視覚的に示す 
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５ その他 

□  整理整頓の仕方を図や写真で掲示する 

 

＜整理整頓が苦手な子はいませんか？＞ 

 自分のマークを決めたり，色を決めたりして，自分だけの目印を決める

ことで自分に割り当てられた場所が理解しやすくなる子もいます。また，

ロッカーや引き出しには，入っている物の名称や写真・イラスト貼ってお

いてもよいでしょう。ちょっとした工夫で準備や片付けが上手にできるよ

うになります。置くところを固定し，どこに何があるかが誰もが分かるよ

うにすることがポイントです。 
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４ 

４月第１週の活動 

 この時期には，登校してから下校するまでの基本的な日課を作りましょう。この一日の

流れを基本として，一週間の学校生活の流れを工夫していくとよいでしょう。 

学校行事や交流学級への参加の仕方など，戸惑うことがあるかもしれません。わからな

いことは周りの先生方に確認しながら進めていきましょう。 

１ すぐに確認すること 

□ 登校後は，交流学級，特別支援学級のどちらに行くのか ※交流学級担任と 

□ ランドセルや鞄，学習用具はどちらに置いておくのか ※交流学級担任と 

□ 朝の会，帰りの会，給食，掃除はどちらで活動するか ※交流学級担任と 

□ 健康観察はどちらで実施するのか ※交流学級担任，養護教諭と 

□ お便りの受け取りや，連絡帳記入はどちらで行うのか ※交流学級担任 

□ 基本的な１日のスケジュールはどうするか ※交流学級担任と 

□ 交流及び共同学習を実施する教科等はどうするか ※交流学級担任と 

□ 情緒不安定になったときの対応方法 ※全教職員の共通理解が不可欠！ 

２ すぐに取り組むこと 

□ 登校から下校まで，児童生徒が見通しをもって生活できるように，基本的な流れ

を一定にしたスケジュールをつくる 

□ 児童生徒の興味・関心のある活動を把握し，実態に応じて工夫して指導する 

□ 昨年度の日課を参考にしながら，児童生徒の実態に応じて柔軟性のある日課の工

夫をする 

 

 

 

 

 

 

 

 

４月の第１・２週は，多くの学校で臨時の時間割で

授業が進むことがあります。子どもや保護者が見通

しをもち，安心して生活できるように，交流学級の

予定を確認しながら，２週間程度の臨時の時間割を

作っておくことが必要です。 

また，どの活動をどの場所（特別支援学級か，交流

学級か等）で取り組むのかについては，子ども本人

や保護者と事前に十分な共通理解を図っておくこ

とが必要不可欠です。 
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５ 

教育課程の編成 

特別支援学級は，小・中学校に設置された学級なので，小・中学校学習指導要領に基づ

いて教育課程を編成することが原則ですが，児童生徒の実態によっては，通常の学級の教

育課程を適用することが適切でない場合があります。その場合には，特別支援学校の学習

指導要領等を参考にしながら，特別の教育課程を編成することができます。 

１ 教育課程を編成するに当たっての基本的な考え方  

 特別支援学級に係る教育課程については，特に必要がある場合は，特別の教育課程によ

ることができます。（学校教育法施行規則第138条） 

 特別支援学級において特別の教育課程を編成する場合には，学級の実態や児童の実態等

を考慮の上，特別支援学校小学部・中学部学習指導要領を参考とし，例えば，障害による

学習上又は生活上の困難の改善・克服を目的とした指導領域である「自立活動」を取り入

れたり，各教科の目標・内容を下学年の教科の目標・内容に替えたり，各教科を，知的障

害者である児童に対する教育を行う特別支援学校の各教科に替えたりするなどして，実情

に合った教育課程を編成する必要があります。（小学校学習指導要領解説総則編） 

２ 確かめてみましょう 

 教育課程の編成手順について 

□ 学級教育目標の設定 

□ 指導形態の決定 

□ 指導内容の選択・組織 

□ 指導計画の作成 

□ 交流学級の教育課程との調整 

□ 授業時数の配当 

□ 週時程表の作成 

 実態把握について 

□ 学年相当の学習が困難だと予想される教科は何か 

□ 交流及び共同学習で履修可能な教科は何か 

□ 下学年の教科内容で履修可能な内容は何か 

□ 教科毎でなく各教科等の要素を取り入れ，単元化した指導が効果的なものは何か 

□ 身辺処理の状態（着替え，食事，排泄等） 
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３ 児童生徒の実態に合わせた教育課程の編成 

 教育課程（特別支援学級と交流学級）を考えるときに，交流学級との交流の時間（「各教

科」，「朝の会」，「帰りの会」，「給食」，「清掃活動」等）における活動内容について，教務

主任，交流学級担任や教科担任と打ち合わせをすることが大切です。 

 児童生徒の知的障害の状態に即した指導を進めるため，各教科，道徳，特別活動及び自

立活動（以下，「各教科等」という）の一部又は，全部を合わせて指導を行う場合（各教科

等を合わせた指導）と，各教科等それぞれの時間を設けて指導を行う場合があります。 

各教科等を合わせた指導は，日常生活の指導，遊びの指導，生活単元学習，作業学習と

して実践されてきています。 

 新設の特別支援学級においては，他の学校の教育課程を参考にしながら，特別支援学級

の経験のある教員や教務主任と相談し教育課程の編成を進めていくことが大切です。 

４ 教育課程編成の届け出について 

 特別支援学級において，特別の教育課程を編成する場合には，各市町村の教育委員会に

あらかじめ届け出ることになっています。 
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【教育課程編成の届出書類の記入例（１ページ目）】 
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【教育課程編成の届出書類の記入例（２ページ目）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

７　学級の指導の重点

８　授業時数配当
 (１)年間授業時数

１年 136 136 102 68 68 102 34 34 170 850
４年 140 90 175 105 60 60 105 35 70 35 105 980
年 0
年 0
年 0
年 0
年 0
年 0
年 0
年 0

※　在籍児童生徒について入力する。（通常の学級に在籍し指導を受ける児童生徒は除く。）
※　各教科等を合わせた指導は，児童生徒が知的障害を伴い，特に必要がある場合は行う。

９　週時程表
(１）指導を受ける児童生徒について

担任名

番号 学年 男女別
知的障
害の
有無

番号 学年 男女別
知的障
害の
有無

① 1 男 ×
② 1 女 ×
③ 1 男 ×
④ 4 男 ×
⑤ 4 男 ×
6 5 男 ×
7 6 男 ○
8 3 女 ×
9 3 男 ×

自
立
活
動

各教科等を
合わせた指導

図
画
工
作

美
術

道
徳

日
常
生
活
の
指
導

茨城　太郎

学校名 児童生徒名児童生徒名

Ｄ

Ｅ

他校通級ａ

他校通級ｂ

学校名

生
活
単
元
学
習

外
国
語
活
動

総
合
的
な
学
習
の
時
間

特
別
活
動

各教科等

生
活

理
科

音
楽

作
業
学
習

計
社
会

家
庭

技
術
・
家
庭

Ａ

（１）発音の正誤について自己弁別能力をつけるとともに，正しい発音を身につける。
（２）ことばの流暢性を高め，ことばへの不安感を軽減するとともに，話す意欲を高めるようにする。
（３）ことばの刺激を多く与え，言語学習に必要なレディネスを強化する。
（４）個別指導や小集団活動を通してコミュニケーション能力を伸ばす。

体
育

保
健
体
育

国
語

算
数

数
学

教
科
等

 
年
間
時
数
等

外
国
語

遊
び
の
指
導

○○小学校

○○小学校

教育相談①

教育相談②

Ｂ

Ｃ

 ※ 同じ種別の学級が2学級以上設置されている学校にあって 

    は，学級ごとに作成する。 

 ※ 「番号」について 

  ・ 学級在籍児童生徒については，番号を○で囲む。 

 ※ 児童生徒名について 

  ・ 在籍児童生徒は，Ａ，Ｂ，Ｃ・・・と入力する。 

  ・ 他校通級は，他校通級ａ，他校通級ｂと入力する。 

        なお，ａ，ｂ・・・は，児童生徒を表す。 

  ・ 自校の通常学級に在籍する児童を指導する場合は， 

       「教育相談①」，「教育相談②」と入力する。 

        なお，①，②・・・は児童生徒を表す。 

 ※ 「年間授業時数」については，可動週数ではなく，年間35週として算出し，在籍する児童生徒について学年ごとに入力する。 

    ただし，小学校1年生は，年間34週で算出する。 
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【教育課程編成の届出書類の記入例（週時程表）】 

 

 

 

 

 

 

 

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 曜日

小集団 合同 個別 小集団 個別
小集団 合同 小集団

小集団 小集団

個別 個別 個別 個別 個別

小集団 個別 通常 個別 通常
小集団

（ ２ ） 　 週時程表 担任名　 　 茨城　 太郎

教育相談② ( 音楽)
Ｅ

3

Ｄ Ｃ Ｂ

他校通級ａ 教育相談① Ｂ

2

Ｃ

教育相談a他校通級ｂ

校
時

1

Ａ Ｄ
Ｅ

曜
日 月

Ｃ

火 水 金

Ｂ
Ａ Ｅ

Ｂ

木

Ａ

6

※ 同じ 種別の学級が２ 学級以上設置さ れている 学校にあっ ては， 学級ごと に作成する。  
 
※ 担当者の週時程表と し て作成し ， 学習の形態と 「 ９  週時程表 ( 1) 指導を 受ける児童 
 生徒について」 の児童生徒名を 記入する 。  
 
※ 授業の形態が具体的にわかるよ う に「 個別」 ， 「 小集団」 ， 「 合同」 （ 他の学級と 学習 

 し ， 当該学級担任が指導または支援を する場合） 「 通常」 （ 通常の学級で指導・ 支援を 行 
 う 場合） の別を記入する。  

 
※ 担当者が， 在籍する児童生徒がいない学級で授業を 行う 場合は， 授業の形態を 「 通常」  

※ 特別支援学級担任が通常

の学級で児童Bを指導・支援

する場合 
※ 特別支援学級担任が 

 在籍する児童生徒がいな 

 い学級で音楽の授業を行 

 う場合 
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６ 

学級経営案の作成  

 学級は，児童生徒が毎日，学校生活を営む中心となる場所です。学級担任は，児童生徒

一人一人をよく理解し，指導目標の達成を目指して，組織的に学級を経営していくことが

基本です。 

学級経営案は，学校や学年の目標に即し，児童生徒の障害の状態及び特性等を考慮して，

年間を通しての学級経営の目標や方針を明確にしたものです。特に，特別支援学級の学級

経営案においては，児童生徒の実態を丁寧に把握し，具体的な指導の手立てを明確にする

ことが大切です。また，特別支援学級の理解を図っていく工夫も必要です。各学校や学年

の様式に基づいて記入しましょう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 作成のポイント 

□ 在籍する児童生徒の実態を丁寧に把握しましょう。 

障害の状態や特性，学級の傾向，取り巻く環境等 

□ 目指す児童生徒像を明確にしましょう。 

本人の願い，保護者の願い，担任の願いのすりあわせ 

□ 目標達成に向けた方針や手立てを具体的に考えましょう。 

教育課程，指導計画，環境整備，交流及び共同学習，家庭や地域，関係機関と

の連携等 

○指導計画を立て，展開を図ること 

 ・教育目標に関すること 

 ・教育課程の編成，実施に関すること 

 ・指導内容，方法に関すること 

 ・児童生徒と教員の関わりに関すること 

 ・児童生徒の精神的，身体的な安全に関すること 

○教育環境の整備を図ること 

 ・教室の整備や安全管理に関すること 

 ・学級事務の管理運営に関すること 

○保護者や関係機関との連携を図ること 

 ・家庭や保護者との連携に関すること 

 ・関係機関や地域社会との連携に関すること 

学級経営の主な内容 
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２ 経営案の項目例 

①学級目標 

・目指す児童生徒像 

②学級の実態 

・学級の構成や傾向，雰囲気 

・個々の児童生徒の障害の状況や学習の様子等 

  （個別の指導計画として作成される場合もあります） 

③学級経営の方針・指導の重点 

・学習指導面 

・生活指導面 

・特別活動，学校行事・集会等への参加の仕方 

・健康安全指導，避難訓練 

・教室環境，備品 

・交流及び共同学習 

・家庭，地域，関係機関との連携 

・その他，特記事項等 

３ 学級経営の評価 

 学級の教育目標や経営方針について評価の観点を設定し，計画的・継続的に評価を行い，

学級経営の改善向上に役立てていきましょう。 

 評価の観点の設定に当たっては，目標や方針と具体的な実践の結び付きを明確にしてお

くことが大切です。 

日常の実践に当たっては，「目標とのつながりはどうか」「児童生徒のために役立ってい

るか」「別の方法はないか」等，常に反省を加えながら学級経営の改善に努めることが大切

です。また，継続的に記録をとることに務め，その結果を改善・向上に役立てていきまし

ょう。学級経営案に学期ごとの反省や評価を書き入れていくことで，学年末の引継ぎに活

用することもできます。 

４ 学級経営案の取り扱いについて 

 学級経営案には，児童生徒の個人情報がそのまま表記されている場合が多いので，取り

扱いについては特に配慮が必要です。 

  
児童生徒に寄り添いながら，目の前の児童生徒たちのため

に何ができるのかをとことん追求できるのが特別支援学級

の醍醐味ですね。 
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７ 

年間指導計画の作成  

 年間指導計画は，年間を通して，学級でどんな指導をしていくのかを明確にした具体的

な計画です。作成に当たっては，児童生徒の実態に即して，教育目標の達成に適した指導

の形態を工夫し，小学校，中学校及び特別支援学校小学部・中学部学習指導要領の教育内

容を参考にして，具体的な指導内容を考えていきます。 

１ 作成のポイント 

□ 一人一人の障害の状態や発達段階，特性を十分に把握し，実態に応じた計画を立

てましょう。 

□ 学校・学年・学級の行事等を考慮し，計画を立てましょう。 

□ 指導方法や指導形態等を考えながら計画を立てましょう。 

□ 「教科別・領域別の指導」と「各教科等を合わせた指導」のバランスを考え，関

連を図りながら計画を立てましょう。 

□ 教科・領域ごとの系統性や順序性を考えて計画を立てましょう。 

□ 他校の計画等も参考にしてみましょう（特に新設の学級・教室の場合）。 

２ 個別の指導計画との関連 

 年間指導計画は，年度当初に立て，児童生徒の実態に応じて変更や修正を加えながら活

用していくことが大切です。特に「個別の教育支援計画」や「個別の指導計画」の内容を

考慮して活用していくことが重要です。 

 学習活動を工夫し，児童生徒が具体的な生活経験を積み重ね，生活技能を高めたり，生

活習慣を身につけたりできるように配慮しましょう。 

３ 「自立活動」について 

 「自立活動」は，学校の教育活動全体を通じて行いますが，児童生徒の実態に応じて，

自立活動の時間を設定して行います。 
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＜年間指導計画の例①（小学校：自閉症・情緒障害特別支援学級）＞ 

 



 20 

＜年間指導計画の例②（小学校：知的障害特別支援学級）＞ 
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＜年間指導計画の例③－１（中学校：知的障害特別支援学級）＞ 
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＜年間指導計画の例③－２（中学校：知的障害特別支援学級）＞ 

 

 

 

 

 

 

 

                         総まとめ 
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８ 

週時程表（時間割）の作成 

 週の授業時間と指導の形態ごとの時数，学校や学年の週時程や特別教室の使用割当，交

流及び共同学習などの状況を考慮しながら，教務主任や学年主任とともに作成します。 

 指導内容のまとまりや学習活動の内容等を，子どもの実態や学校の実情に合わせて，弾

力的に編成することができます。 

１ 時間割作成の手順（例） 

２ 作成のポイント 

□ 特別教室の割当など学校全体の大枠の週時程を調整する段階から，特別支援学級

の時間割を考慮，検討してもらいましょう。（複数学年の児童生徒が学ぶ特別支

援学級の週時程表の作成については，学校全体の協力が必要不可欠です！） 

□ 交流及び共同学習については，児童生徒にとって必要な内容を十分吟味して取り

組みましょう。 

□ 交流学級の担任，保護者の理解・協力を得ながら決定しましょう。 

□ 日常生活の指導など継続性のある活動は，必要に応じて帯状に設定しましょう。 

□ 生活単元学習や作業学習は活動のしやすさを考え，複数時間続きで設定すること

も検討しましょう。 

□ 児童生徒に分かりやすい「時間の名前」を工夫しましょう。（例：自立活動→の

びっこタイム） 

  内 容 

１ 

学級や児童生徒の実態に応じ，各教科等を合わせた指導（日常生活の指導，

遊びの指導，生活単元学習，作業学習）の中から，学級全員で取り組むも

のや時数を決める。 

２ 
年間標準授業時数を勘案しながら，各教科等を合わせた指導以外の教科等

の時数を計算し，週当たりの時数を決める。 

３ 
学級全員で取り組む各教科等を合わせた指導を時間割に設定し，通常の学

級の教育課程を編成する教務主任等とともに検討する。 

４ 
教務主任等に，交流学級の時間割の調整や，中学校においては特別支援学

級担任の通常の学級での担当授業の調整をお願いする。 

５ 
特別支援学級と交流学級の時間割案を調整しながら，お互いの学級の各教

科等の時間を設定し，完成させる。 
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知的障害特別支援学級の時間割編成の例 

〈小学校１年生・４年生在籍〉  

 

上段：１年生  下段：４年生 

★交流学級で学習する時間  ☆交流学級の授業に支援学級の担任が一緒に入る時間 

 

〈中学校１年生在籍〉 

 

★交流学級  ☆交流学級の授業に支援学級の担任が一緒に入る時間 
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自閉症・情緒障害特別支援学級の時間割編成の例 

〈小学校２年生・６年生在籍〉 

 

上段：２年生  下段：６年生 

 

 

 

 

 

 

〈中学校３年生在籍〉 

 

 

 

 

 

 

   

◇ 第２学年：自立活動の時間は，国語から１単位時間，体育から１単位時間を充てている。

教科は，全て第２学年の学習内容である。 

◇ 第６学年：自立活動の時間は，国語から１単位時間，体育から１単位時間を充てている。

教科は，算数のみ下学年対応にしている。 

◇ 自立活動の時間は，英語から１時間を充てている。教科は，全

て学年対応である。 

生活単元学習が時
間割にないけど，実
施しないのかなぁ
…？ 

自・情の学級は，
知的障害がない
ことが前提なの
で，知的障害特
別学校の教育課
程「生活単元学
習」が時間割に
出てくること
は，原則として
ないんですよ。 

自立活動の授業時数は，児童生徒の障害の状態に応じて適切に定められることと

されており，明確な基準が示されているわけではありません。しかし，年間総授業

時数は学年ごとに定められているので，自立活動の時間を設定すると，その授業時

数の分，他の授業時数を削減することになります。 

 このため，児童生徒一人一人の障害の状態等に即した適切な指導を行うためには，

その児童生徒にとって何が優先されるべきかを十分に考慮し，バランスのよい時間

割を編成することが大切です。 
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９ 

学級通信の発行 

  

学級通信は，行事予定のお知らせの他に授業の様子などを掲載することで児童生徒の活

動記録としても活用できます。学級通信を活用して，児童生徒の頑張っている姿を積極的

に伝えていきましょう。特に，保護者は学校での児童生徒の様子に大きな関心を抱いてい

ます。学校の様子を知っていただくことが理解と協力につながっていきます。また他の児

童生徒，教職員等に知ってもらう良い機会ともなります。作成する際は，読む人が次号を

楽しみにできるように意識しましょう。 

１ 内容についてのポイント 

□ 児童生徒の作品等を掲載したり，学級通信の作成に児童生徒が積極的に参加した

りできるように工夫しましょう。 

□ 写真や作品の掲載では，児童生徒に偏りがないか確認しましょう。 

□ コラム的に担任や保護者，他の教職員等の思いや考えなどを取り上げましょう。 

２ 発行に際してのポイント 

□ 外部に情報を公開することになるので，プライバシーや個人情報の保護に配慮し

ましょう。 

□ 名前や顔写真の掲載について，児童生徒本人や保護者に事前に了解を得ましょう。 

□ 児童生徒の作文等の誤字脱字などを確認してから掲載しましょう。 

（学習の一環として本人と一緒に確認することも大切です） 

□ 保護者だけでなく，全校の児童生徒や教職員，地域の人たちに理解を図るために，

配り方や校内掲示の仕方を工夫しましょう。 

□ 内容や文章表現について，学年主任や管理職等に確認してもらってから出すよう

にしましょう。 
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＜学級通信の例①＞ 
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＜学級通信の例②＞ 
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１ 

実態把握 

 通常の学級でも，例えば健康面や家庭環境等で配慮が必要な児童生徒については，その

実態を把握していたと思います。特別支援学級でもその点は同じです。しかし，児童生徒

に合った指導を進めるためには，より深く細かい実態把握が必要です。しっかりとした実

態把握ができると，その後の指導がかなりスムーズになります。 

 児童生徒の実態は，通常，実態把握のための用紙（文部科学省が示している様式の例は

33ページ）に記された項目に沿って，記録しておくとよいでしょう。用紙の書式は特に決

まってはいないので，学校ごとに工夫して作成しています。しかし，市町村によっては，

統一した書式を使っている場合もあります。ここでは，特定の書式によらず一般的な事柄

について説明します。 

１ 実態把握の方法（情報収集の仕方） 

□ 本人に話を聞く。 

 自分は何を頑張りたいのか，将来どうしたいのかといった，児童生徒自身の願いを聞きとり，

指導に反映させましょう。また，児童生徒との関係ができてきたならば，つまずいていることに

ついて，児童生徒本人に率直に「どこが分からないんだろう？」と聞いてみるのもよいでしょう。

そこから，つまずきの原因を推定するヒントが見つかることも多くあります。 

□ 保護者に話を聞く。 

 家庭訪問や面談を利用して，少し時間をかけて詳しく聞きましょう。小さい頃の様子，保護者

から見た児童生徒のよいところや気になるところ等，あわせて保護者の願いも聞いておくと，指

導の連携がしやすくなります。 

□ 児童生徒の日常の姿を観察する。 

 次の「実態把握をするときに特に大切にしたいこと」（32 ページ参照）であげた３点を意識し

て児童生徒を見ていくと，多面的な実態把握ができるのではないかと思います。また，児童生徒

の様子について，常にメモをとる習慣をつけておきましょう。 

□ 児童生徒の提出物等を観察する。 

 児童生徒が書いたノートやテストの答案用紙，図工・美術，技術家庭の作品は，児童生徒のつ

まずきを知る貴重な情報源です。できた，できないという結果だけでなく，つまずき方なども見

取っていきましょう。 

□ 他の教職員に話を聞く。 

 通常の学級でその児童生徒を見ている教員，養護教諭，特別支援教育支援員，他の教科を担当

している教員などから，児童生徒の様子を聞くことで，いろいろな場面での児童生徒の姿が見え

てきます。また，前年度までの担任が残した記録があると，それも活用することができます。 
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□ チェックシートや心理検査を活用する。 

 児童生徒の実態を客観的に見るためのツールがたくさん出ています。ウェクスラー式や田中ビ

ネー式知能検査といった個別式の心理検査，ＬＤＩ−ＲやＳ−Ｍ社会生活能力検査といったチェッ

クリスト式のもの，文部科学省も特別な支援を必要とする児童生徒のためのチェックリストを作

成しています。 

 これらを活用することで，行動観察や聞き取りだけでは見えなかった児童生徒の姿が明らかに

なり，児童生徒の理解がより深まります。また，心理検査の結果等を活用することで，客観的に

児童生徒の状態を示す情報を得ることができる場合もあります。児童生徒の知的発達，特に知能

や認知特性に関する状態を把握する上で大切になりますので，特別支援教育の担当者として，心

理検査の勉強もしておきたいですね。 

子ども理解のための ＜みトリ ききトリ よみトリ＞ 

  

 

実態把握で大切なのは，児童生徒を肯定的な視点から温かく理解しようと

する教師自身の心構えです。共に学び合う人としての出会いを大切にしな

がら以下のような視点で実態把握をしてみましょう。 

    【みトリ】児童生徒の姿を肯定的に見て取る 

       

 

【よみトリ】児童生徒の情報を正しく読み取る 

 

 

 

【ききトリ】児童生徒の本当の声を聞き取る 

 

 

 

 

平成15・16年度茨城県教育研修センター 
「特別支援教育における子ども理解の在り方」より 

主に「観察」と言われる方法のこと。その児童生徒の行動特性や興味・関心な

ど「質的な情報」であり，数量的に表すことは難しいですが，アセスメントを進

めるために重要な情報です。 

発達検査や知能検査など，標準化された「検査」の結果や過去の指導記録など

の情報を読み取ること。特に「検査結果」などから得られる情報は，何らかの単

位をもった数量として表すことのできる「量的情報」であり，客観性が高いとい

う特徴がありますが，指導や支援につなげるためには，その数字の意味すること

を読み取る技術が求められます。 

家庭訪問や個別面談など，児童生徒本人や保護者からの「願い」を聞き取る「面

接」による方法のこと。本人や保護者によっては，話し方が様々です。「願い」

が高いと担当者が感じることもあるかもしれません。どのような「願い」であっ

ても，まずは受け止めることが大切です。そのうえで「面接」を重ねながら「願

い」を整理し，本当の声としてのニーズを把握することが求められます。 
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２ 実態把握をするときに特に大切にしたいこと 

□ 得意なことやできること，好きなことを特によく探しましょう。 

 特別支援教育の指導は，ともすると，児童生徒のできないことを，何度も繰り返し学習するこ

とで，できるようにさせていく，といったものになりがちです。もちろん，繰り返しの学習は大

切ですが，そればかりだと，成果に結びつきにくく，意欲が低下してしまいます。児童生徒の得

意なことやできることを上手に生かして指導にあたりましょう。 

 児童生徒は，誕生してから今まで，たくさんの経験をし，たく

さんのことを身につけながら大きくなってきました。他の児童生

徒と比べるのではなく，その子の中の得意なことやできることを

探しましょう。その子が好んですることの中には，得意なことが

隠れている場合も多くあります。 

 得意なことを生かしながら学習を進めることで，今までできな

かったことが，思ったより簡単にできるようになることはよくあ

ります。 

□ 実態把握を「できないこと」の羅列で終わらせないでください。可能な限り「な

ぜできないのか？」という原因を分析しましょう。 

 「できること」だけでなく，「できないこと」や「つまずいていること」を把握することも大

切です。しかし，「あれもできない，これもできない」と，「できないこ

と」を羅列しただけでは，児童生徒への見方が否定的になるだけで終わ

ってしまいます。できない原因を探り，指導の中でそれをカバーする手

立てを工夫していくといいですね。 

 しかし，実際にやってみると，できない原因を分析するのは，なかな

か難しいものです。ＬＤや自閉スペクトラム症といった障害について勉

強することは，原因を推定するのに役立ちます。また，知能検査やチェ

ックリストの結果を活用することで，できない原因が分かることもあり

ます。 

□ 場所，環境，活動場面によって児童生徒の姿は変化することを理解しましょう。 

 全く同じことでも，特別支援学級ではできるのに，通常

の学級ではできない，ということは意外に多いものです。

同じように家庭ではできるのに学校ではできない，もしく

はその逆の場合もあります。児童生徒の行動は，場所や周

りの環境によって左右されてしまうものです。いろいろな

場面や場所での児童生徒の様子を把握しておきましょう。 
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実態把握のための用紙の例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実態把握の方法（情報収集の仕方） 

（ア）本人に話を聞く 

（イ）保護者に話を聞く 

（ウ）児童生徒の日常の姿を観察する 

（エ）児童生徒の提出物等を観察する 

（オ）他の教職員に話を聞く 

（カ）チェックシートや心理検査を活用する 

 

大切にしたいこと 

（ア）得意なことやできることを

よく探す 

（イ）「できない」原因を推定する

（「実態の分析」欄の記入） 

（ウ）様々な場面の様子を把握 
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２ 

個別の教育支援計画の作成 

 個別の教育支援計画とは，家庭や医療機関，福祉施設などの関係機関と連携しながら子

供を支えていくことを理念とした，様々な側面からの取組を示した計画です。担任の先生

が中心となって保護者や本人に話を聞きながら作成し，それを関係者・機関に提案，協議

してつくります。関係機関との調整役は特別支援教育コーディネーターが担います。 

長期的な展望を重視していることも特徴の一つです。 

 個別の教育支援計画の様式は特に決まっていないため，市町村ごともしくは学校ごとに

作成や活用がしやすいものを工夫して作成しています。（参考までに，茨城県教育委員会が

例示している書式を次ページに示します。） 

１ 個別の教育支援計画作成のポイント 

□ 保護者と（可能であれば本人と）共に作成し，内容については合意形成を図るよ

うにします。 

□ 病院や療育機関，学校等，関係する機関と一緒に支援内容を考えることで，将来

にわたっての一貫した支援の見通しがもてるようにします。 

□ 進級や進学後でも必要な情報が確実に引き継がれるよう記載し取り扱います。そ

の際，提供する合理的配慮について明記することが望ましいです。  

□ 個別の教育支援計画の内容を関係機関等と共有する場合は，事前に保護者の了解

を得るようにするともに，内容の取扱いには十分に留意します。 

＜学校における合理的配慮について＞ 

合理的配慮とは，障害のある子供が十分に教育を受けるための，個に応じ

た変更・調整のことをいいます。本人もしくは保護者から意思の表明があ

った合理的配慮については，正当な理由もしくは過重な負担が無い場合，

それを拒否したり提供しなかったりすると「障害を理由とする差別」とな

ります。 

合理的配慮の提供に関する一律の基準はありません。提供する合理的配慮

については，学校等の施設・設備や支援体制等（基礎的環境整備）と本人

の実態を踏まえてその都度検討しながら，本人保護者と合意形成を図って

いくことになります。 
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＜個別の教育支援計画の項目例＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

茨城県教育委員会ＨＰ[学校教育]-[特別支援教育]-[特別支援教育に関する資料]-[個別の教育支援計画] 

http://www.edu.pref.ibaraki.jp/board/gakkou/tokubetsushien/siryou/h27shienkeikaku.pdf より 
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３ 

個別の指導計画の作成 

 個別の指導計画とは，幼児児童生徒一人一人について，指導の目標や内容，配慮事項な

どを示した計画です。学校における指導が計画の中心ですが，家庭等の取組が示されるこ

ともあります。きめ細やかな指導のための，基本的には，年，学期単位の計画です。 

 個別の指導計画の書式は特に決まっていないため，基本的には学校ごとに工夫して作成

しています。しかし，市町村によっては，統一した書式を使っている場合もあります。こ

こでは，特定の書式によらず一般的な事柄について説明します。（参考までに，文部科学省

が例示している書式を39ページに示します） 

 個別の指導計画に基づく指導の

流れは，右の図のような段階を踏

んで行われます。これらの段階は

一つ一つがバラバラに行われるの

ではなく，一連のサイクルとして

機能させることが重要です。 

 個別の指導計画の内容について

は，合理的配慮の考え方を踏まえ

て本人や保護者との合意形成を図

ることが重要です。 

１ 実態把握のポイント 

 前項を参照してください。 

２ 目標設定のポイント 

 把握した実態をもとに，指導を通して児童生徒にどのような力をつけたいのかを決めま

す。多くの場合，１年間で達成を目指す「長期目標」と，１学期間もしくは半期で達成を

目指す「短期目標」を設定しています。（☞「授業づくり編」Ⅱ－１ 目標設定の工夫） 

目標設定全般 

□ 保護者や本人の願いを尊重しましょう。 

□ 個別の教育支援計画をふまえた目標を立てましょう。 

□ 集団や社会へ参加することを念頭に置いた目標を立てましょう。 

□ 児童生徒の指導に関わる教員が一緒に話し合いながら目標設定ができると，効果

的な個別の指導計画が立案できます 

１ 実態把握 

２ 目標設定 
 （長期目標，短期目標） 

３ 具体的な手立て 

５ 総合評価 

４ 指導の展開 
 （日々の記録と評価） 

修正 来期の計画
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長期目標 

□ 「１年後にはこんな子になっていてほしい」という，指導のおおまかな方向性を

示すものです。 

□ 指導者自身が価値を感じるような目標を立てることが大切です。 

短期目標 

□ 分かりやすい具体的な行動の目標を立てると，評価がしやすくなり，一貫した指

導が展開できます。 

「理解する」「気づく」という目標よりは，「書く」「口頭で答える」といったような目に見える行

動を目標とした方が望ましいです。達成の基準として数値的な記述（「８割以上」とか「５分間」

など）を入れてもいいでしょう。 

□ 長期目標をふまえ設定しましょう。 

３ 具体的な手立てのポイント 

 指導目標を達成するための，指導の手立てを記入していきます。 

□ 合理的配慮の考え方をふまえて，児童生徒の充実した学びを保障するためにはど

のような手立てが必要かを考えましょう。 

□ 児童生徒の得意な面を生かし，不得意な面をカバーする手立てを工夫しましょう。 

□ 児童生徒へ直接アプローチする他に，学習環境（教室環境，座席の位置など）を

整えることも効果的です。 

４ 指導の展開（日々の記録，評価）のポイント 

 個別の指導計画に基づいて，実際に指導を行う段階です。個別の指導計画の内容を意識

しながら日々の指導を行うことで，一貫性のある効果的な指導が展開できます。 

□ 指導の結果を日々評価します。目標は妥当であるか（高すぎないか，低すぎない

か），手立ての量や質は適切か，などを児童生徒の姿を見取り，自分の指導を評

価していきます。当初の見立てとは異なる児童生徒の姿が見えてきた時は，必要

に応じて指導目標や手立てを修正していきます。 

□ 日々の記録は，効果的な指導を行う大きなポイントです。その際，個別の指導計

画の内容に基づいた記録をすることで，計画の修正や見直し，そして評価がしや

すくなります。また，児童生徒の提出物等（ノートや答案用紙，図工・美術等の

作品）も記録の一つとして活用できます。 

 



 38 

５ 総合評価のポイント 

 学期ごと，もしくは半期，一年ごとに，まとめの評価を行いましょう。目標の達成状況，

手立ての有効性などが評価の対象となります。 

□ 特別支援学級担任が一人で行うのではなく，指導に当たった教員を交えながら行

えるといいでしょう。また，保護者の意見や感想を聞くことも大切です。 

□ 評価は，個別の指導計画に記入します。 

□ 評価が記入された個別の指導計画は，最終的に保護者と共有します。 

□ この評価は，来期の計画を立てる際の方向性を決定する重要な資料としてつなが

っていきます。 

 

＜個別の指導計画についての情報＞ 

・茨城県教育研修センターホームページ 

 [教育情報]-[特別支援教育]-[研修の資料] -[個別の指導計画の作成に 

  ついて] 

・教育情報ネットワーク（茨城県内の教員のみアクセス可） 

 [教育用コンテンツ]-[特別支援教育]-[個別の指導計画について] 

・文部科学省ホームページ（個別の指導計画様式例） 

 「小・中学校におけるＬＤ（学習障害），ＡＤＨＤ（注意欠陥／多動性 

    障害），高機能自閉症の児童生徒への教育支援体制の整備のためのガ 

    イドライン（試案）」の「資料５」 

・海津亜希子著「個別の指導計画作成ハンドブック」 日本文化科学社 
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＜個別の指導計画の例＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 目標設定 

   （長期目標） 

・１年後の児童生徒 

  の姿を想像して… 

 特別支援学級，通

常の学級，家庭な

ど，目標達成のため

の指導を主にどこ

で行うかを記入す

る欄です。 

 一つの目標に対

し複数の場で指導

できると効果的で

す。 

③ 具体的な手立て 

 ・児童生徒の得意なことを生かし，苦手なこ

とをカバーできるものを 

 ・環境調整も ⑤ 総合評価 

 ・目標の達成状況や，手立ての有効性などを評価 

 ・複数の教師の意見も取り入れて 

 ・来期の個別の指導計画の資料として活用 

② 目標設定（短期目標） 

 ・できた，できないで評価できる具体的な

目に見える行動目標に 

 ・長期目標をふまえて… 
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４ 

通知表の作成 

 特別支援学級の通知表は，評定だけでなく，児童生徒の学習の成果や生活の様子を，保

護者や本人に具体的に伝えるものです。その様式や内容については，各学校で独自に作成

することができます。特別支援学級の教育課程に基づいて，個々の児童生徒に応じた内容

で作成しましょう。 

１ 様式について確認すること 

□ 通常の学級の通知表 ＋ 別紙に特別支援学級での学習や生活の様子を記述 

□ 特別支援学級独自の通知表（教科別の指導，各教科等を合わせた指導について具

体的に記述する。） 

□ 個別の指導計画を通知表として活用 

２ 記入の際のポイント 

□ 保護者にとって分かりやすく書きましょう。 

・専門的な用語は控える。 

・特に良かったことを中心に，できるだけ具体的に書く。 

・可能であれば児童生徒が見ても，分かるように書く。 

□ 今，取り組んでいることを記入しましょう。 

・今学期の努力のあとがうかがえるように書く。 

・評定や記号だけでなく，ひとこと添える。 

□ 指導のねらいや具体的な方法を記入しましょう。 

・学校と家庭が協力して指導できるように具体的な支援方法を書く。 

・来学期の取組のポイントを示す。 

・個別の指導計画を活用し，短期目標の評価を書く方法もある。 

□ できるようになったことについて書きましょう。 

・「できる」「できた」ことを中心に伝える。 

・児童生徒が読むことを考慮し，よいところを書く。 

・記入しきれないときや直接伝えたいときは，面談や電話で伝える。 
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 通知表と一緒に，先生が作成した「がんばりメダル」や「がんばったで

賞（表彰状）」，学期に撮ったスナップ写真をアルバム等に整理して渡すな

ど，工夫をしてみましょう。児童生徒と保護者が活動の様子を楽しく振り

返ることができます。さらに来学期の活動の意欲が向上するでしょう。 

 中学校の場合，生徒の進路のことも考慮し，評定や各項目の記入内容に

ついては交流学級の担任や各教科担当と事前に打ち合わせをすることが必

要です。 

＜通知表の形式と記入例＞ 

児童氏名（学年） ○○ ○○ （２年） 記入者 ●● ●● 

 

保護者の願い 

○ マナーよく食事がとれるようになってほしい（こぼさない，よい姿勢）。 

○ 食事の準備，片付けが身に付き，手伝いをするようになってほしい。 

○ 遊んだ後の片付けを進んでやれるようになってほしい。 

今年度の目標 
○衣服の着脱や身の回りの整理整頓を一人ですることができる。 

○相手の質問に対して，その趣旨にあった回答をすることができる。 

教科 

・領域 
短期目標 手立て 

達成 

状況 
学習の様子 次学期に向けて 

 

日 

常 

生 

活 

の 

指 

導 

○毎朝 15 分間で着

替えをすることが

できる。 

 

 

 

 

 

○タイムタイマ

ーを提示し，残り

の時間が視覚的

に捉えられるよ

うにする。 

 

 

 

◎ ○毎朝の着替えで

は，短い時間に要

領よく着替えがで

きるようになりま

した。脱いだ服を

きちんとたたむこ

ともできるように

なっています。 

○タイムタイマーを

提示したことで，終

わりの時間を意識す

ることができるよう

になってきました。

２学期も継続して取

り組んでいきます。 

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン 

○会話のやりとり

を２往復続けるこ

とができる。 

○日付や曜日，天

気等の簡単な質

問に答えること

から会話が続く

ようにする。 

○ ○天気の質問には

答えることができ

ました。一問一答

になることが多か

ったです。 

○昨日の出来事に

関する質問等を取

り入れながら，会話

が継続できるよう

にしていきます。 

  

個別の指導計画の短

期目標の形式を活用

するといいですよ。 
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５ 

教材・教具の作成や活用 

 学習活動において，児童生徒が自主的，主体的に学習を進め，基礎的・基本的な内容を 

確実に身につけるようにするために，教材・教具を適切に活用することが必要です。 

 市販されているものについては，そのまま利用，活用ができるか十分に吟味する必要が

あります。適切なものがない場合は，児童生徒の興味関心，実態に応じた手作り教材・教

具を開発し，活用していくことも効果的です。 

１ 作成にあたってのポイント 

□ 児童生徒の実態や発達に見合ったもの 

□ 「できた」「分かった」という成就感や達成感があるもの 

□ 「もう一度やってみたい」という意欲がもてるもの 

□ 結果がわかりやすく，確認しやすいもの 

□ 興味・関心がもてるもの 

２ 作成の参考になるもの 

・教材カタログ 

・近隣の特別支援学級や特別支援学校での取組 

・ホームセンターや100円均一ショップ，玩具店 等 

・インターネット 

 

 「教材・教具についての情報」 

 ・茨城県教育研修センターホームページ 

   [教育情報]-[特別支援教育]-[教材・教具集] 

・「特別支援学校の授業に役立つ自作創作教材・教具」 

  http://www.asahi-net.or.jp/~ue6s-kzk 
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６ 

共通理解 

 児童生徒が，学校生活の中で，一人一人の個性を発揮し，健やかに成長・発達するため

には，校内において温かく理解され，安心して学習に取り組める環境が必要です。 

 そのためには，校内の全教職員が特別支援学級の児童生徒や特別支援教育について十分

に理解し，協力し合える体制をつくることが重要です。 

 また，特別支援学級担任が孤立することのないように，校内組織の確立及び学習環境の

整備を行うことも大切です。 

 共通理解の手立て 

□ 職員会議での共通理解……職員会議で特別支援学級の様子を積極的に知らせま 

            しょう。 

□ 学年会への参加 ……在籍児童生徒の学年会に入って情報交換をしましょう。 

□ ＰＴＡ行事の案内………ＰＴＡ行事に参加しやすいように，交流学級の先生か 

らも保護者に声をかけてもらいましょう。 

□ 授業の公開，研究会……特別支援学級での活動の様子を見てもらいましょう。 

□ 研修内容の伝達……研修会で学んできた情報を，先生方にも伝えましょう。 

□ 廊下掲示の工夫……作品や学習の様子を廊下に掲示しましょう。 

□ ゲストティーチャーの活用……作業学習や生活単元学習の授業に，地域のゲスト 

            ティーチャーに来てもらいましょう。 

□ 学校通信の活用……保護者や本人の了承を得た上で，学校通信に記事を載せ，他 

         校や地域に回覧してもらいましょう。 

□ 教室の開放……校内の共通理解の基，可能ならば，休み時間に教室を開放し，多 

       くの児童生徒が来られるようにしましょう。 

□ 各学年通信の活用……保護者や本人の了承を得た上で，各学年の学級通信にも記 

          事やお知らせを載せてもらいましょう。 

□ 地域への理解啓発……地域の公共施設の清掃や緑化活動への参加を計画してみ 

ましょう。 

□ 昼の放送の活用……児童生徒の学習の様子を昼の放送で流してもらいましょう。 

□ 作物，作品の販売……児童生徒が育てた野菜や草花，手作りの小物，調理したお 

菓子などを販売する場を設けましょう。 

□ ミニ行事の企画……ミニ発表会やミニコンサートで練習の成果を発表する場を 



 44 

設けましょう。また，児童生徒を通して，交流学級の友達 

を招待するなど，交流の場を積極的に設けていきましょう。 

□ ＴＴの弾力的運用……交流学級での学習の際，得意分野を生かし，時には特別支 

          援学級の担任がＴ１になって指導をしてみましょう。また， 

          理解啓発のための授業を工夫しましょう。 

□ ボランティア活動の工夫……児童生徒の活躍の場となるようなボランティア活 

動を計画してみましょう。 

□ 担任不在時の協力依頼……担任が出張などで不在の時，児童生徒の実態に応じて 

校内の先生に塡補に来てもらいましょう。 

□ 保護者面談の工夫……保護者面談には，場合によっては，交流学級の担任や学 

年主任も同席し，保護者の話を一緒に聞いてもらいましょ

う。 
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１ 

進路指導 

 進路指導は，学校卒業時の進路選択の支援にとどまらず，卒業後の生活が豊かになるよ

うに，自立的に生活する力や働く力を，教育活動全般をとおして育てるものです。また，

人間としてより良い生き方ができるように指導することであり，生き方の支援とも言える

でしょう。 

特別支援学級における進路指導では，一人一人の能力・適性に応じて，人間関係や集団

生活の力の育成，社会性の育成，働く意欲や作業能力の育成，将来の職業生活への適応能

力などを，社会自立を目指しながら組織的・継続的に指導していくことが大切です。 

１ 進路指導に当たっては 

次のようなことを考慮しながら進めていきましょう。 

□ 障害の状態，発達段階，特性等を十分に把握しましょう。 

□ 本人の夢や希望，自己選択や自己決定を大切にして，そのために現在つけること

が必要な力に関する目標を具体的に設定しましょう。 

□ 進路学習，職場実習，進路相談をとおして，将来の自立に向けた意識を高めてい

きましょう。 

□ 保護者と連携し，情報提供や情報交換を深めていきましょう。 

２ 学級担任の役割 

【小学校】 

・一人一人の児童の卒業後の生活につながる基本的な諸能力の育成を目指した教育活

動を計画的に行いましょう。 

・中学校や将来の生活を見据えながら，保護者との話し合いを密にし，進路に対する

意識を高めていきましょう。 

【中学校】 

  ・生徒の卒業後の進路を見通して，３年間の進路指導計画を立て，実施しましょう。 

  ・進路に関する様々な情報（実習先，進学先，就職先等）を，近隣の特別支援学級や

特別支援学校，関係機関と連絡を取り合いながら，収集し活用しましょう。 

  ・企業や高等学校，特別支援学校高等部等を実際に見学したり，体験学習を行ったり

する機会を設定し，本人，保護者の理解を深めましょう。 

  ・卒業生の職場を訪問したり，進路学習や学校行事等に招待したりするなどして，積

極的に話を聞く場を設けましょう。 

  ・主体的な進路選択ができるように一貫した指導を行いましょう。 
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３ 小・中学校の特別支援学級における進路 

 【小学校】 

・中学校の通常の学級 

・中学校の特別支援学級 

・特別支援学校の中学部 

進学先は，市町村の教育支援委員会の検討を踏まえて，市町村教育委員

会が決定しますが，その際，保護者の意見を可能な限り尊重しなければな

りません。そのためには，保護者との話し合いを密にしながら，必要に応

じて，情報を提供したり，学校見学を勧めたりします。 

 【中学校】 

・特別支援学校の高等部 

・高等特別支援学校（県内には水戸高等特別支援学校） 

・高等学校（全日制，定時制，通信制＋サポート校） 

・高等専門学校 

・専門学校・専修学校 

・職業訓練校 

・就職 

・家事従事 

＜高等学校，高等専門学校，専門学校，専修学校，職業訓練校＞ 

通常の学級と同じです。ただし受験時の配慮だけでなく入学後の高等学

校担当者との連携が大切になってきます。保護者の同意がない場合には十

分な連携ができないこともあるので，入学後の学校生活において学校に適

応できるような指導を進学までにしておきましょう。 

なお，県立高校の受験については，以下のような制度もあります。 

・自己申告書 … 欠席が多いことの事情や障害のあることによって生ずる 

        ことがら等について，説明する必要がある場合 

・学力検査実施上の特別措置 … 障害のある受験者等で学力検査実施上特 

               別な措置を希望する者 

 これらの制度は内容が変更になることもありますので，詳しくは該当年

度の「茨城県立高等学校入学者選抜実施細則」（茨城県教育委員会）を確認

してください。 
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＜特別支援学校，高等特別支援学校＞ 

入学者選考があります。また，受検に際しては，所定の教育相談を必ず

受けることになります。学校見学や教育相談，体験学習は随時行われてい

ます。年度初めに各学校のホームページ等を参照したり，市町村教育委員

会を通じて連絡を取ったりしながら，日時や内容を確認しましょう。保護

者の中には特別支援学校に関して十分に知らない場合もあるので，学校見

学を勧めて，理解してもらうことが大切です。 

 

＜就職＞ 

中学校卒業後の求人はほとんどないのが現状ですが，ハローワークや支

援センター等，関係機関に相談したり情報収集したりするなどの連携が必

要です。 

４ 進路指導の大まかな流れ 

 進路指導を進めていく際には，自己理解，進路情報の収集・分析，学校・職場等の見学，

進路相談，体験，進路相談，卒業後支援（フォローアップ）といった流れを踏まえて計画

を作成していくとよいでしょう。 

 

 ＜中学校知的障害特別支援学級の進路指導計画例＞ 

学期 進路指導に関する内容 

１
学
期 

○進路指導計画の作成   ○生活単元学習（働く人たち） 

○作業学習   ○進路希望調査   ○職場開拓 

○関係機関（ハローワーク，企業等）との懇談 

○前年度卒業生の追指導   ○学級活動（私の進路）  

○三者進路相談会      ○工場見学    ○職場実習 

○進路学習（先輩の話を聞く会）   ○保護者会（進路に関する学習会） 

２
学
期
以
降 

○卒業生の職場訪問     ○高等部，施設等の見学 

○三者進路相談会      ○職業適性検査 

○進路希望調査       ○職場実習 

○保護者の職場実習見学   ○職場実習反省会 

○三者進路相談会（進路先決定） 

○進学，就職等に向けた書類作成，受検への準備等 
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２ 

就学相談・就学事務 

 特別支援学級の担任は，校内教育支援委員会のメンバーとして，必要に応じて，校内に

在籍する特別な支援が必要な児童生徒の支援の検討にかかわることになります。また，市

町村の教育支援委員会の委員になった場合は，必要な支援や就学先の検討に係る必要な事

項についての調査審議にも関わります。詳しいことは，「障害のある子供のための就学事務

の手引き」（茨城県教育委員会）を参考にしましょう。 

 

＜就学相談・就学事務に関する手続きの流れ例＞ 

〜５月 ・特別な支援が必要と思われる児童生徒の実態調査（学級担任） 

６月 ・特別支援学校への転学が適当と思われる児童生徒の教育相談（年間を通して

継続実施） 

・教育支援委員会用資料の作成 

・校内教育支援導委員会（対象児童生徒の支援や入級等に関する検討） 

７月 ・各市町村の教育支援委員会（対象児童生徒の支援や入級等に関する検討） 

７-８月 ・幼稚園，保育所見学と情報交換 

・在学児童生徒の特別な支援に関する教育相談 

９月上 ・教育支援委員会用資料の作成 

９月下 ・校内教育支援委員会（対象児童生徒の支援に関する検討） 

１０月 ・特別な支援の実施に向けた教育相談 

・次年度も継続して特別支援学級に在籍する児童生徒の入級申込書の作成 

・小学校 就学時健康診断 

・教育支援委員会用資料の作成 

１１月 ・校内教育支援委員会（対象児童生徒の支援や入級，転学，進学に関する検討） 

・市町村の教育支援委員会（対象児童生徒の支援や入級，転学，進学に関する

検討） 

・次年度新しく特別支援学級に入級する児童生徒の入級申込書の作成 

１２月 ・教育支援に関する報告書の作成（校内教育支援委員会用） 

１月 ・校内教育支援委員会（最終報告，総括） 

３月 ・進級，進学に向けた教育相談 

 

 

 

 

 

 就学に関する実態把握の際には，「障害のある子供のため

の就学事務の手引き」の「就学相談票」（様式１），「就学相

談面接票」（様式３）や茨城県教育研究会特別支援教育研究

部編学級経営簿の「資料３ 気になる子のチェックリスト」

等のチェックシートを参考にしてください。 
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３ 

行事への参加 

行事は，普段とは異なる雰囲気の中で行われることが多いです。そのため，活動の見通

しもちにくく不安を感じやすいため，行事を苦手とする児童生徒がいます。さらに，失敗

経験から自信を失ったり，行事に対して消極的な態度になったりする児童生徒もいます。

児童生徒が安心して行事に参加できるように，個々の特性に配慮することが大切です。 

１ 共通理解を図る 

□ いつもと違う活動をすることは児童生徒にとってストレスであるとともに，気持

ちや行動の切り替えが難しいことを教職員・保護者・周囲の児童生徒に理解して

もらいましょう。 

□ 他の児童生徒に不公平感を抱かせないよう，全職員で共通理解を図りましょう。 

２ 安心して参加できる工夫（見通し・環境調整） 

儀式的行事 

□ 見通しがもてるように，式の流れをイラストや箇条書き等で事前に示しておきま

しょう。必要に応じて，当日は児童生徒の側について説明するのもよいでしょう。 

□ 当日と同じ場所での事前練習を，できるだけ試みておきましょう。 

□ 行事の進行や席（立つ場所）の移動に不安があると考えられる場合には，具体的

な目印や合図などを教えておきましょう。 

□ 児童生徒の特性によって，座席の位置や会場に入るタイミングなどを調整しまし

ょう。具体的には，後方の座席配置，別室から参加，部分的な参加など，行事の

目的を踏まえて，参加の手立てを探しておくよいでしょう。 

体育的行事 

□ 児童生徒・保護者とともに，「できること・できないこと」等について確認し，

参加の仕方や支援方法を共通理解しておきましょう。 

□ 周囲の児童生徒の協力が必要な場合も多くあります。当日の動きについて，周囲

の児童生徒にも伝えておきましょう。 

校外学習など 

□ 日程や活動内容について児童生徒に前もって知らせ，話し合っておきます。苦手

な部分は事前練習が必要です。宿泊を伴う場合など，保護者との共通理解のもと，

部分的な参加など，児童生徒に合わせて参加の仕方を工夫しましょう。 
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３ 苦手なことへの配慮  

 □ 集団活動面の配慮 

・安全で周囲の児童生徒との差が目立たず本人ができることを探しましょう。活

動の位置や場所に配慮しましょう。 

    ・集団での行動をイメージしにくい児童生徒がいます。最初から集団で一緒に練

習や活動をするのではなく，全体像を捉えやすい位置（２F，３F等の上部）か

ら全体の動きを見せることで活動のイメージ化を図りましょう。 

    ・集団の動きに遅れがちな児童生徒には，事前に教員と一緒に個別練習を行って

から，集団での活動に参加しましょう。 

□ 動作面の配慮 

・モデルとなる児童生徒を前に配置したり２人組にしたりするなど，友達の様子

が活動の手がかりになるようにしましょう。 

        ・動作時の具体的なタイミングや目印・目標を決めておきましょう。 

    ・見てまねることが苦手な児童生徒には，動作を言葉にして順番に伝えましょう。 

     （動作の順番をメモにして確認しながら行うことも有効な方法です。） 

    ・言葉での指示理解が苦手な児童生徒には，動作を絵図や写真等で示しましょう。

タブレット端末等を活用した動画も手がかりとなります。 

□ 感覚面への配慮 

・聴覚，視覚，触覚等の感覚過敏や鈍麻は，事前に確認をしましょう。 

・感覚過敏のある児童生徒には，それを早急に改善しようとするのではなく，ま

ずは，刺激の調整や回避を行い，安心して活動できる配慮をしましょう。 

【聴覚過敏】 

・聴覚に過敏がある児童生徒は，周囲のざわつきが気になり落ち着けなくなるこ

とがあります。一時的にその場から離したり，参加する時間を限定したりする

等の工夫で刺激を緩和し，主となる活動に参加しやすくしましょう。 

・予測できない音には，恐怖を感じます。事前に活動の流れや音が出るタイミング

を伝えるとともに，突然，音を出すことは避けましょう。 

・どの音が不快なのか確認をしましょう。特に運動会・体育祭や陸上記録会などの

体育的行事では，スターターピストルやホイッスル等の音やスピーカーの音質に

も配慮しましょう。 

    ・児童生徒の状態によっては，不必要な音まで聞こえてしまうことがあります。

音を制限するためにイヤーマフやノイズキャンセリングヘッドフォン，耳栓等を

活用して刺激の緩和を試みましょう。 

    ・音への反応が鈍いこともあります。音のみでなく視覚からの情報（動作合図・

表示）を積極的に併用しましょう。 
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  【視覚過敏】 

・光のまぶしさの感じ方は，人それぞれ違います。視覚に過敏がある児童生徒は，

光の差し方によって不快になり落ち着けなくなります。活動の場所については，

本人に確認してみましょう。 

・屋内の行事では，壁面装飾や掲示の仕方によっては，目にちらつきがおこること

があるので，視覚情報の整理をしましょう。 

・普段慣れていない教室等での発表会に臨むに当たっては，蛍光灯の色によっては，

まぶしくなったり，目がチカチカしたりと目障りな状況となり教室に入ることす

らできない場合があります。間接照明等の工夫で視覚刺激の緩和を試みましょう。 

・屋内外での体育的行事では，ラインが多くなり交差が目立つと，どの線が目印か

分からなくなり動作が止まってしまうことがあります。ラインの色を工夫してみ

ましょう。 

・光に対する過敏性が強いために，教科書に印刷された文字の色（黒）と紙の色（白）

との大きなコントラストによってスムーズな読みが妨げられている児童生徒もい

ます。その場合は，薄い色の付いた紙に印刷された教材を使ったり，アーレンレ

ンズ（フィルム）という色の付いたレンズやフィルムを活用したりすることで，

読みやすさが改善することがあります。 

 

  【その他の過敏】 

   ・触覚過敏のある児童生徒にとっては，肌触りが気になり不快感から落ち着けなく

なることがあります。文化的行事や体育的行事では，直接肌に触れる道具の素材

に配慮しましょう。また，服装に対する過度のこだわりの背景に触覚過敏がある

こともあります。 

   ・軽くタッチしたつもりでも，本人にとっては刺激が強すぎて痛く感じたり，ドキ

ッと緊張が走ったりすることがあります。触れる際には，言葉を掛けてからにす

るなどの配慮が必要です。また，接触が伴う活動の際には，特性に配慮した活動

の工夫をしましょう。 

   ・偏食の背景には味覚の過敏性があることもあります。 

  

  



 53 
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１ 指導のまとめ ..................................................................................................... 54 
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３ 引き継ぎの準備 .................................................................................................. 57 
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１ 

指導のまとめ 

 個別の指導計画をもとに，目標及び指導内容・活動内容・手立て・児童生徒の変容・評

価等について，整理しまとめましょう。 

 児童生徒の実態や学習の達成状況・活動内容・効果的な手立てなどを，具体的にまとめ

ることが大切です。引き継ぎ資料としても役立てることができます。 

 

 

 

 

２ 

指導要録の作成 

指導要録は，児童生徒の学籍ならびに指導の過程とその結果の記録であり，継続的な指

導や外部への証明などための原簿です。記録のための記録ではなく，客観的に信頼性のあ

る情報を記載します。記載にあたっては，児童生徒の姿を肯定的に受け止めて児童生徒の

成長がわかるようにしましょう。 

１ 指導要録（通常の学級と同じもの） 

 基本的には，すべて通常の学級と同じように記入します。評定もすべて記入します。評

定については，交流学級の担任や，各教科の担当者と事前に必ず相談しましょう。 

２ 補助簿（特別支援学級のもの） 

 特別支援学校の学習指導要領を参考にして特別の教育課程を編成している場合は，特別

支援学校の指導要録等を参考にして作成することがあります。 

 市町村の教育委員会に問い合わせをしてみましょう。 
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学年
区分

学年

教科等

体
　
育

自
立
活
動

特
別
活
動

国
　
語

生
　
活

　
　
算
　
数

　
図
画
工
作

音
　
楽

2 3 4 5 61学　　　校　　　名児　童　氏　名

6

各　　教　　科　　・　　特　　別　　活　　動　　・　　自　　立　　活　　動　　の　　記　　録

整理番号
学　　　級

1 2 3 4 5

   様 式 ２ （ 指 導 に 関 す る 記 録 ）

＜参考：特別支援学校指導要録の書式例＞ 

【 各教科・特別支援活動・自立活動の記録の欄 】 

特別支援学校小学部・中学部学習指導要領の第２章第２

款の各教科に示す内容に照らし，具体的に定めた指導内

容，達成状況等を文章で記述します。各教科等を合わせた

指導を行った場合でも，具体的に定めた指導内容，達成状

況等を教科等ごとに文章で記述します。 

下学年の教科については，下学年の評価規準に基づいて

指導内容，達成状況を具体的に記述します。 

【 教科等の欄 】 

知的障害特別支援学校小学部の教科等が記入して

あります。各教科が小学校（中学校）の当該学年の教

科や下学年の教科である場合は，教育課程編成表に記

載してある教科名を書き入れます。その際は，個別の

指導計画に記載してある教科名が一致しているか確

認します。 
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区分

学年

出　　欠　　の　　記　　録

授業日数
出席停止・忌引

き等の日数
出席しなければ
ならない日数

欠席日数 出席日数 備　　　　　考

第
3
学
年

第
4
学
年

第
5
学
年

第
6
学
年

総　合　所　見　及　び　指　導　上　参　考　と　な　る　諸　事　項

第
１
学
年

第
２
学
年

児童生徒名

第
１
学
年

第
２
学
年

第
3
学
年

第
4
学
年

第
5
学
年

第
6
学
年

行　　　動　　　の　　　記　　　録 入学時の障害の状態

【 記入上の留意点 】 

○各教科・特別活動・自立活動の記録欄の記入について 

・個別の指導計画における指導目標，指導に関する記録を踏まえ記述します。 

・知的障害特別支援学校小学部の「生活」は，小学校の「生活」とは異なりますの

で，特別支援学校小学部・中学部学習指導要領の第２章第２款各教科に示してあ

る目標・内容を確認します。 

・生活単元学習等の各教科等を合わせた指導を行った場合には，各教科や領域の達

成状況を踏まえ，各教科・領域ごとに記載します。 

○記載内容について 

・児童生徒のその後の学習支援につなげる観点から，通知表等の記載内容等をその

まま転記することは避けます。 

【 総合所見及び指導上参考となる諸事項 欄 】 

知的障害特別支援学校の教科と小学校（中学校）の教科

が混在している場合は，教科の区別を明確に記載します。 

△△（教科名）：特別支援学校（知的障害）の教科 

□□（教科名）：下学年（第○学年）の教科 

◇◇（教科名）：当該学年の教科 
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３ 

引き継ぎの準備（個人情報なので保管には十分に注意） 

児童生徒が，始業式から安心して学校生活が送れるよう，引き継ぐ資料の確認をしまし

ょう。特に記載に変更のあった事柄については，再度確認しましょう。確認が済んだ資料

に 済 チェックを入れることで確認漏れの防止になります。引き継ぐ資料は，個人情報が

多いため取り扱いには細心の注意が必要です。 

１ 児童生徒に関すること 

□ 家庭調査，生育歴調査の記録 

□ 諸検査の記録（教育支援委員会審議資料，巡回相談記録等） 

□ 関係機関との連携の記録（医療機関，相談機関，利用施設等） 

２ 学級経営に関すること 

□ 教育課程，時間割，年間指導計画 

□ 学級経営案 

□ 児童生徒名簿 

□ 学級通信 

□ 来年度仮時間割の作成 

３ 支援や指導に関すること 

□ 個別の教育支援計画 

□ 個別の指導計画 

□ 使用した教材・教具（プリント類含む），その他参考になるもの 

□ 授業の様子や生活の状況，作品の写真等 

□ 学習指導案や記録等 
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１ 

各種制度・福祉サービスについて 

 児童生徒の障害種別や障害の状態によって，本人や家族を援助するために，教育，福祉，

医療，労働等において各種援助制度があります。保護者や関係機関との連携を図る上でも，

主なものについて知っておくことが大切です。 

 

１ 障害者手帳等について 

 障害者手帳には「身体障害者手帳」「療育手帳」「精神障害者保健手帳」の３種類があり

ます。 

身体障害者手帳 

身体に障害のある方の所持する手帳です。各種サービス，支援を受けるために必要とな

ります。障害の程度によって，１級から６級までの等級と，１種，２種の種別があり，等

級や種別により受けられるサービスが異なります。 

【交付の対象となる方】 

身体に以下の障害のある方 

○視覚 ○聴覚・平衡機能 ○音声・言語・そしゃく機能  

○肢体不自由（上肢，下肢，体幹，脳原性運動機能）  

○内部（心臓，じん臓，呼吸器，ぼうこう又は直腸，小腸，肝臓，免疫） 

【申請窓口】 

市町村福祉担当窓口 

 

療育手帳 

知的障害により日常生活や社会生活において制約のある方に，いろいろな支援を受けや

すくするために交付しています。 障害の程度によって Ａ（最重度），Ａ（重度），Ｂ（中

度），Ｃ（軽度）の４段階と第１種，第２種の種別があり，その程度や種別により受けられ

るサービスの内容が異なります。 

【交付の対象となる方】 

児童相談所（18歳未満）において，知的障害の判定を受けた方 

【申請窓口】 

市町村を管轄する各児童相談所 
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精神障害者保健福祉手帳 

精神障害者の自立と社会参加の促進を図るための，各種支援策を受けやすくするために

発行しています。障害等級は重度のものから１・２・３級があります。有効期限は２年間

です。更新手続き（新規申請の場合と同様）は有効期限３か月 

前から可能です。 

【交付の対象となる方】 

精神障害のため長期（６か月以上）にわたり，日常生活または社会生活への制約があ

る方。発達障害，高次脳機能障害，てんかんの方もこの手帳の対象になります。 

【申請窓口】 

 市町村の福祉担当窓口 

 

２ 特別児童扶養手当について 

 20歳未満で精神・身体・知的に障害を有する児童を家庭で監護，養育している父母，も

しくは父母にかわってその児童を養育している人に対して，この手当が支給されます。支

給を受けるためには，市町村福祉担当窓口への申請が必要です。 

【手当の額と障害区分】 

１級 月額 ５１，１００円（平成27年３月現在） 

等級の目安：身体障害者手帳がおおむね１，２級，療育手帳がおおむね Ａ ，Ａ 

２級 月額 ３４，０３０円（平成28年３月現在） 

等級の目安：身体障害者手帳がおおむね３級，療育手帳がおおおむねＢ 

※ 受給者もしくは配偶者又は扶養義務者の前年度の所得が一定の額以上であるときは支

給されません。 

 

 ３ 特別支援教育就学奨励費について 

特別支援学級で学ぶ際に，保護者が負担する教育関係費について，家庭の経済状況に応

じて，国及び地方公共団体が補助する制度です。また，通常の学級で学ぶ児童生徒（学校

教育法施行令第22条の3に定める特別支援学校の対象とする障害の程度に該当）について

も対象となります。支給される項目は以下のとおりです。 

○学校給食費 ○交流及び共同学習交通費 ○修学旅行費 ○校外学習費  

○学用品購入費 ○新入学児童生徒学用品費等 ○通学用品購入費 ○通学費  

○職場実習費（交通費） 

※ 家庭の経済状況に応じて，補助対象経費及び補助率は異なります。 
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２ 

主な専門機関等 

１ 主な専門機関の概要 

機関名 内容 

特別支援学校 

 

 

障害のある又はあると思われる子どもの養育やしつけのこ

とで悩んでいる保護者や担当する子どもの指導について悩

んでいる小・中学校の先生などを対象にして教育相談を行っ

ています。 

茨城県教育研修センター 

 

子どもの発達の遅れや自閉的な傾向，言葉の障害などが気に

なる保護者や教員に対して教育相談を行っています。 

茨城県発達障害者支援 

センター 

 

発達障害児・者の生涯を通じて一貫した支援を行うための関

係機関連携の中核として発達障害のある方や保護者，関係機

関からの相談に応じるとともに，療育支援，就労支援及び関

係機関に対する研修を行っています。 

児童相談所 児童相談所には，ケースワーカー（児童福祉司），相談員，

児童心理士，医師などの専門職員がおり，児童についてのあ

らゆる相談（心身障害，療育，しつけ，性格，虐待など）を

受けつけています。また，必要に応じて，専門的な調査，診

断，判定を行うとともに，親子教室や障害児自立促進講座を

実施しています。 

公立医療機関 発達障害の診断ができる公立の医療機関受診のためには，発

達障害者支援センター，保健所等からの紹介が必要です。 

 

２ 主な専門機関所在地等 

（１）教育 

  ①特別支援学校 

学校名 所在地 電話番号 

県立盲学校 〒310-0055  

水戸市袴塚１－３－１ 

０２９－ 

２２１－３３８８ 

県立水戸聾学校 〒310-0851  

水戸市千波町２８６３－１ 

０２９－ 

２４１－１０１８ 

県立霞ヶ浦聾学校 〒300-1154  ０２９－ 
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稲敷郡阿見町上長３－２ ８８９－１５５５ 

県立北茨城特別支援学校 〒319-1555  

北茨城市中郷町小野矢指１６５７ 

０２９３－ 

４３－２６２２ 

県立常陸太田特別支援学校 〒313-0003 

常陸太田市瑞龍町１０３２－１ 

０２９４－ 

 ７２－３３５３ 

県立水戸特別支援学校 〒310-0845 

水戸市吉沢町３９７９ 

０２９－ 

２４７－５９２４ 

県立水戸飯富特別支援学校 〒311-4206 

水戸市飯富町３４３６－２０ 

０２９－ 

２２９－７４５３ 

県立水戸高等特別支援学校 〒311-1131  

水戸市下大野町６２１２ 

０２９－ 

２６９－６２１２ 

県立友部特別支援学校 〒309-1703  

笠間市鯉淵６５５８－１ 

０２９６－ 

７７－０００１ 

県立友部東特別支援学校 〒309-1703  

笠間市鯉淵６５２８－１ 

０２９６－ 

７７－０６４７ 

県立内原特別支援学校 〒319-0323  

水戸市鯉淵町２５７０ 

０２９－ 

２５９－５８１３ 

県立勝田特別支援学校 〒312-0062  

ひたちなか市高場２４５２ 

０２９－ 

２８５－５６４４ 

県立大子特別支援学校 〒319-3361  

久慈郡大子町頃藤３６０２ 

０２９５－ 

７４－１４４４ 

県立鹿島特別支援学校 〒314-0041  

鹿嶋市大字沼尾１１９５ 

０２９９－ 

８２－７７００ 

県立土浦特別支援学校 〒300-0816 

土浦市上高津字上ノ台１２３８ 

０２９－ 

８２４－５５４９ 

県立美浦特別支援学校 〒300-0426  

稲敷郡美浦村土屋字笹山３１２７ 

０２９－ 

８８５－４１６６ 

県立伊奈特別支援学校 〒300-2348  

つくばみらい市青古新田３００ 

０２９７－ 

５８－８７２７ 

県立つくば特別支援学校 〒300-3255  

つくば市玉取２１００ 

０２９－ 

８７７－０２２０ 

県立下妻特別支援学校 〒304-0005  

下妻市半谷４９２－４ 

０２９６－ 

４４－１８００ 

県立結城特別支援学校 〒307-0015  

結城市鹿窪１３５７－１０ 

０２９６－ 

３２－７９９１ 

県立協和特別支援学校 〒309-1121  ０２９６－ 
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筑西市谷永島４９５－１ ５７－４３４１ 

県立境特別支援学校 〒306-0405  

猿島郡境町塚崎２１７０ 

０２８０－ 

８７－８２３１ 

日立市立日立特別支援学校 〒316-0036  

日立市鮎川町３－１１－２ 

０２９４－ 

３６－０５３０ 

茨城大学教育学部附属特別

支援学校 

〒312-0032  

ひたちなか市津田１９５５ 

０２９－ 

２７４－６７１２ 

 

  ②県の相談機関 

機関名 所在地 電話番号 

茨城県教育研修センター 

 

〒309-1722  

笠間市平町１４１０ 

０２９６－ 

７８－２７７７ 

 

（２）福祉機関 

  ①発達障害者支援センター 

機関名 所在地 電話番号 

茨城県発達障害者支援 

センター 

〒311-3157  

東茨城郡茨城町小幡北山 

２７６６－３７ 

０２９－ 

２１９－１２２２ 

 

   

②児童相談所 

機関名 所在地 電話番号 

中央児童相談所 〒310-0005 

水戸市水府８６４－１６ 

０２９－ 

２２１－４１５０ 

 日立児童分室 〒317-0072  

日立市弁天町３－４－７ 

０２９４－ 

２２－０２９４ 

 鹿行児童分室 〒311-1517  

鉾田市鉾田１３６７－３ 

０２９１－ 

３３－４１１９ 

土浦児童相談所 〒300-0812  

土浦市下高津３－１４－５ 

０２９－ 

８２１－４５９５ 

筑西児童相談所 〒308-0847  

筑西市二木成６１５ 

０２９６－ 

２４－１６１４ 

 

  ③県立障害児支援施設 

機関名 所在地 電話番号 

茨城県立あすなろの郷 〒310-0306 ０２９－ 
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地域生活支援センター 水戸市杉崎町１４６０ ２５９－００２４ 

（３）医療機関 

機関名 所在地 電話番号 

県立こころの医療 

センター 

〒309—1717  

笠間市旭町６５４ 

０２９６－ 

７７－１１５１ 

県立中央病院 〒309-1793  

笠間市鯉渕６５２８ 

０２９６－ 

７７－１１２１ 

県立こども病院 〒311-4145 

茨城県水戸市双葉台３丁目３−１ 

０２９－ 

２５４－１１５１ 

県立医療大学付属病院 〒300-0331  

稲敷市阿見町阿見４７３３ 

０２９－ 

８８８－９２００ 

筑波大学附属病院 〒305-8576  

つくば市天久保２－１－１ 

０２９－ 

８５３－３５７０ 

 

３ 

用語集 

【ア行】 

ＩＣＦ（国際生活機能分類） 

 2001年，世界保健機関は，生活機能と障害の分類を新しく提案した。それまでの機能障害→

能力障害→社会的不利の図式で表される「障害の結果として社会的不利が生じるから，障害の

マイナス部分を補っていく」という障害についての考え方を，心身機能・能力←→活動←→参

加で示される「障害の有無にかかわらず種々の活動参加が可能になるような環境条件整備が

必要である」という考え方に転換した。障害者個人の課題ではなく，社会全体の課題として捉え，

障害者の「生」の目標実現に向けて適切な支援を検討しようとする姿勢は，今後の特別支援教

育に欠くことのできない基本的な考えになると思われる。 

 

アスペルガー症候群(障害) 

 1944年にオーストリアの小児科医，アスペルガー（Asperger, H.）の論文をもとに1981年にウ

イング（Wing, L.）が提唱した概念。アスペルガー症候群（障害）における社会性の障害は，他

者との関わり方が奇妙であることが特徴的であり，コミュニケーションの障害は単なる言語の遅

れではなく，年齢にそぐわない大人びた会話をする，回りくどい，冗談がうまく通じないなどで

表現される。さらに，特定の事柄に関心が強い，収集癖がある，パターンを好み予想外の事態

に苦痛を感じるなどのイマジネーション障害がある。ＤＳＭ－５（精神疾患の分類と診断の手引

第５版）では，アスペルガー症候群というカテゴリーは削除され，「自閉症スペクトラム障害（自

閉スペクトラム症）」へ統合された。 
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アセスメント 

アセスメントとは，元来は，課税額を決定する基礎として財産や収入を査定することを

言う。そこから派生して，心理学や教育学の領域でも，多く用いられるようになった。 

支援を必要としている児童生徒等の状態像を理解するために，その人に関する情報をさ

まざまな角度から集め，その結果を総合的に，整理，解釈していく過程である。 

アセスメントには，ある条件や基準に照らし合わせ，大まかにその対象となり得るもの

を抽出するスクリーニング的な機能を持つものと，具体的・専門的に状態を探っていく診

断的な機能をもつものとがある。また，妥当性や信頼性が保証され，より具体的，専門的

に状態像を探る必要がある場合には，標準化されたアセスメントツールを用いることも多

い。心理検査等もこれに含まれる。一方，子どもの作品の分析や，自作テストによる評価，

行動観察，インタビューなど，インフォーマルなアセスメントから得られる情報も有用で

ある。また，本人に直接実施するアセスメントと，チェックリストなどを用いて間接的に

情報を収集するアセスメントといった分け方もある。 

アセスメントを実施する際には，アセスメントを受ける本人や保護者の人権に対する十

分な配慮がなされなければならない。アセスメントの目的や内容を本人もしくは保護者に

対して丁寧に説明し，同意を得ることも必要である。 

 

インクルーシブ教育システム 

 障害者の権利条約によると，人間の多様性の尊重等を強化し，障害者が精神的及び身体

的な能力等を可能な最大限度まで発達させ，自由な社会に効果的に参加することを可能に

するという目的の下構築される，障害のある者と障害のない者が共に学ぶ仕組みであると

されている。そこでは，障害のある者が一般的な教育制度（general education system）

から排除されないこと，自己の生活する地域において初等中等教育の機会が与えられるこ

と，個人に必要な「合理的配慮」が提供されること等が必要とされている。 

 また，「共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育システム構築のための特別支援教育

の推進（報告）」（中教審初等中等教育分科会，平成24年７月）では，インクルーシブ教育

システムにおいては，障害のある子供もない子供も同じ場で共に学ぶことを追求するとと

もに，個別の教育的ニーズのある幼児児童生徒に対して，自立と社会参加を見据えて，そ

の時点で教育的ニーズに最も的確に応える指導を提供できる，多様で柔軟な仕組みを整備

することが重要である，小・中学校における通常の学級，通級による指導，特別支援学級，

特別支援学校といった，連続性のある「多様な学びの場」を用意しておくことが必要であ

る，ことが記されている。 

 

ウェクスラー式知能検査 

 ウェクスラー式知能検査は，米国のウェクスラー（Wechsler, D.）によって開発された

世界中で広く普及している一群の個別知能検査を言う。幼児から高齢者まで幅広い年齢層

をカバーするウェクスラー式知能検査は，現在我が国でも標準化されており，就学前児童
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（適用範囲３歳10ヶ月～７歳１ヶ月）を対象とするＷＰＰＳＩ，幼児や児童生徒に適用（５

歳～16歳11ヶ月）するＷＩＳＣ，成人用（16歳～89歳）のＷＡＩＳがある。 

 

ＷＩＳＣ-Ⅲ（ウイスク スリー） 知能検査 

 ５歳０ヶ月～16才11ヶ月の児童・生徒を対象とした精密な知能検査で，包括的な一般知

能を言語性，動作性，全検査の3種類のＩＱによって正確に測定。知的発達の状態を評価点

プロフィールで表示することで「個人内差」と言う観点から分析的に診断し，ＬＤ（学習

障害）児や知能の遅れのある子どもの指導に有効な資料を提供する。因子分析から得られ

た４つの群指数（言語理解，知覚統合，注意記憶，処理速度）により，子どもの指導に有

効な資料を提供する。 

 

ＷＩＳＣ-Ⅳ（ウイスク フォー）知能検査 

 ウェクスラー式知能検査の日本における最新版である。10の基本検査と５つの補助検査

（基本検査の代替として使用することができる）からなる15の下位検査で構成される。原

則的に10の基本検査評価点から，合成得点として全検査ＩＱ（ＦＳＩＱ）と４つの指標得

点―言語理解指標（ＶＣＩ），知覚推理指標（ＰＲＩ），ワーキングメモリー指標（ＷＭ

Ｉ），処理速度指標（ＰＳＩ）―が算出される。また，３つの下位検査から８つのプロセ

ス得点が算出される。指標プロフィールの解釈にあたっても計画的な臨床比較ができるだ

けでなく，ＣＨＣ理論に基づく８つの新しい独自の臨床クラスター等を用いた解釈面での

理論強化が図られているのも特徴である。 

 

ＡＤＬ 

 日常生活動作(Activities of Daily Living)。一人の人間が独立して生活するために行

う基本的な，しかも各人ともに共通に毎日繰り返される一連の身体動作群を言う。 

 

エコラリア 

 オウム返し，反響言語とも言われ，他者が一度話したことばや文章を，そっくりそのま

ま繰り返して話すことを言う。話しことばの獲得時期に，子どもが一時的に示す言語模倣

とは区別されるが，障害のある子どもの場合，それがエコラリアなのか，言語模倣なのか

は経過を見ないとすぐには判断がつかない場合が多い。エコラリアは，自閉症児に多く見

られる。 

 

ＬＤＩ-Ｒ（エルディーアイ アール） 

ＬＤＩ-Ｒは，ＬＤＩ（ＬＤ判断のための調査票）の改訂版である（2008年改訂）。ＬＤ

Ｉは基礎的学力（聞く，話す，読む，書く，計算する，推論する）と行動，社会性の計10

領域で構成される小学生用の尺度であったが，ＬＤＩ-Ｒは小・中学生対応として，英語，

数学領域が付け加えられた。領域の各項目について４段階評定を用い，プロフィールから
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ＬＤの有無についての可能性が検討できる。 

 

応用行動分析（ＡＢＡ） 

 応用行動分析とは，スキナー（Skinner,B.F.）によって創始された行動分析の知見を，

日常場面での人間行動の理解とその変容に用いる領域を指す。行動を個体と環境の間の相

互作用としてとらえ，分析の枠組みとして，「先行事象」「行動」「後続事象」という三

項随伴性を用いるところに特徴がある。つまり，研究あるいは指導の対象となっている行

動（標的行動）を，その行動に後続して生じる環境の変化（後続事象）との機能的な関係

の中でとらえていこうというものである。先行事象は手がかり，後続事象は帰結あるいは

強化とも呼ばれ，行動をこのような枠組みでとらえることを三項の頭文字をとって，ＡＢ

Ｃ機能分析と言うことがある。 

 

音韻障害 

 会話の中で音声を発達的に期待される適切さで用いることができず，その産出，使用，

表現，構成に問題が見られるものを言う。例えば，音の置換，音節の省略，子音の脱落，

子音の転倒，音の追加，音の歪みなどが見られる。構音の企画のレベルの障害では，多音

節語の習得が困難で音の省略や置換が目立ち，構文の発達も遅れる。構音運動の実行レベ

ルの障害では，不明瞭でぎこちない構音となり，顔面口腔領域や手先のぎこちなさ（発達

性協調運動障害）を伴うことが多い。 

 

【カ行】 

カームダウン 

心を落ち着かせること。カームダウンエリア(スペース)とは，心を落ち着かせる場所。

音や視覚的情報を減らし感覚過敏に配慮したり，本人が望むものを用いたりする。 

 

学習障害（Learning Disabilities） 

 学習障害（ＬＤ）と言う概念は，1960年代初頭に米国で，知能障害がなく発達障害のあ

る児童生徒への関心の高まりとともに，カーク（Kirk, S.A.）らによって教育用語として

登場し，全世界に広がっていった。我が国では，1999年７月「学習障害児等に対する指導

について（最終報告）」において，「学習障害とは，基本的には全般的な知的発達に遅れ

はないが，聞く，話す，読む，書く，計算する又は推論する能力のうち特定のものの習得

使用に著しい困難を示す状態を指すものである。学習障害は，その原因として，中枢神経

系に何らかの機能障害があると推定されるが，視覚障害，聴覚障害，知的障害，情緒障害

などの障害や，環境的な要因が直接の原因となるものではない。」と定義づけられている。

近年「学び方が異なる」という意味からLeaning DifferencesといったＬＤの理解が大切

ではないかと言う考え方も出てきている。 
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感覚過敏・鈍麻 

 感覚の異常は，発達障害，特に自閉症スペクトラムで高率に認められる。視覚では，あ

る視覚対象に異常にひきつけられたり（流水に見とれるなど），光を非常にまぶしがった

りする。聴覚では，特定の音（機械音，突発音，乳児の泣き声，怒鳴り声など）を怖がっ

て耳をふさぎ，騒々しい環境では必要な情報が聞き分けられず，落ち着かなくなる。逆に

音への反応が乏しく難聴を疑われることもある。味覚・嗅覚では，極端な偏食や特定の舌

触りや匂いへの敏感さが，触覚では，特定の肌触りや服のタグを嫌う，砂場を素足で歩け

ない，などが見られる。痛覚でも過敏と鈍麻の両方が見られるが，見えないと痛みとして

感じないことがあり，打撲や虫歯，中耳炎などの発見が遅れることがある。自己回転を好

み，回転後眼振が出にくいのは，前庭覚の鈍麻が疑われる。こうした感覚異常が生活の質

を阻害する可能性を認識して，環境に配慮することが対応の基本となる。 

 

感音性難聴 

 内耳あるいは聴神経における障害，神経性の難聴であり，内耳で音が上手く処理されな

かったり，音の電気信号を脳へ伝える神経が上手く働かないため，音の内容がはっきりし

ないということがある。単なる「聞こえない」という音量の問題に加えて，「聞き取れない」

という音質の問題が加わる。場合によっては，音量の観点からは普通に聞こえているのに

言葉の内容がまったくわからないという症状もある。 

 

眼球運動 

 対象を視覚でとらえるためには眼球は目標物の方向に向いていなければならない。その

ために眼球は，上下左右斜め方向に回転運動する。眼球運動には，滑動性眼球運動と衝動

性眼球運動の二種類がある。滑動性眼球運動は，ゆっくりと動いているものを視線で追う

ときの滑らかな目の動きで，ある動きのある対象を見失わず注目し続けるために必要で，

ボールをキャッチするときなど，動いている物（人）に働きかける時のタイミングや位置

の調整にも影響する。衝動性眼球運動は，視点をある点から別の点に瞬時に動かす目の動

きである。視点を離れた場所に急速に移動させたのにも関わらず，目的を正確にとらえる

ことができるのはこの運動のためである。意識的な視線の移動以外でも，静止物を見ると

き，急速な動きを追うときなど，多くの場面で使われている。眼球運動を含めた「見る力」

のアセスメントツールも発売されている。（例えば，『見る力』を育てるビジョン・アセ

スメント 「ＷＡＶＥＳ」） 

 

緘黙 

 話す能力を有しながら話せない状態であり，あらゆる場面で話せない状態を全緘黙，特

定の場面や状況において話せない状態を選択性緘黙という。全緘黙はまれな病態で，精神

的打撃を受けたときなどに一過性に起こる。ほとんどが選択性緘黙で，女子にやや多く，

幼児期に発症するが家庭では話すため，入園・入学後に気づかれることが多い。発症のき
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っかけは不明なことが多いが，天候や教師の叱責などの緊張，発達障害との関連が報告さ

れている。話せない状況を理解し，しぐさやメモなどの話さない方法により意思の疎通を

図り，情緒の安定や社会適応を促しつつ緘黙状態の改善を目指す。不安が強く，発話を強

要すると対人恐怖や不登校などの二次障害を引き起こすこともあり，医療・相談機関の利

用も考慮すべきである。 

 

吃音 

 ことばが流暢に話せず，どもる状態をいう。話そうとすると，語音の始め，あるいは途

中で，発声，構音，呼吸に関係のある器官，例えば喉頭，舌，口唇，横隔膜などにけいれ

んがおこり，言葉がつかえ，ある音を繰り返したり，引き伸ばしたりする。このような状

態に随伴して，顔が紅潮し，汗をかき，呼吸が苦しい様子で，脈拍も速くなり，顔をしか

め，異様なまばたきをし，激しいときには手足までけいれんすることがある。神経や発語

器官などに形態的，器質的な病変は存在せず，心理的な機能性障害である。小児で男子に

多い。ある特定の語音のときにおこるのが普通でカ行，サ行，タ行の音が多い。 

 

基礎的環境整備 

合理的配慮提供の基礎となる教育環境整備のこと。「共生社会の形成に向けたインクル

ーシブ教育システム構築のための特別支援教育の推進（報告）」（中教審初等中等教育分

科会，平成24年７月）では，基礎的環境整備の観点として次の８つを挙げている。 

１ ネットワークの形成・連続性のある多様な学びの場の活用 

２ 専門性のある指導体制の確保 

３ 個別の教育支援計画や個別の指導計画の作成等による指導 

４ 教材の確保 

５ 施設・設備の整備 

６ 専門性のある教員，支援員等の人的配置 

７ 個に応じた指導や学びの場の設定等による特別な指導 

８ 交流及び共同学習の推進 

 

ＱＯＬ 

 直訳するとQuality Of Life：生活の質。ノーマライゼーションの理念の１つで，生活の

質，生き方の質などと訳される。福祉，教育，医療などあらゆる分野で使われるが，障害

者が生きがい，幸福感，暮らしやすさなどの面で，人間らしく豊かに生活する条件を保障

しようとする概念である。 

 

強化 

 行動分析において，行動の生起頻度を増やす行動後の環境の変化（結果事象）を「強化」

と呼び，この概念は学習における中心的なものである。強化には，「正の強化」と「負の
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強化」の２種類がある。「正の強化」は，行動の生起後に刺激の提示や対応，あるいは環

境の変化が新たに追加され（随伴），それに伴い行動の生起頻度が増加することをさす。

このとき，そこで提示された刺激や対応，環境の変化を「強化刺激（強化子）」と呼ぶ。

「負の強化」は，行動の生起以前に嫌悪的な状況や刺激がすでに存在している状況の中で

成立する。行動生起後の状況の終了や刺激の撤去により，行動の生起頻度が増加したとき，

このことを「負の強化」と呼ぶ。強化子を用いる技法としては「トークンエコノミー法」

などがある。 

 

協応動作 

 目と手の協応，耳と手の協応，手と足の協応，手と手（両方）の協応というように，２

つあるいはそれ以上の身体器官が協応して機能すること。視覚障害の場合では目と手の協

応動作に，聴覚障害の場合では耳と手の協応動作に困難さが生じるとされている。協応動

作に特に関与する機能としては，視知覚的機能がある。 

 

K-ABC 心理・教育アセスメントバッテリー  

1983年カウフマン夫妻（Kaufman,A.S,& Kaufman,N.L.）が,新規な課題に対して発揮さ

れる能力と蓄えた知識や技能を適切に使用する能力とを別々に測定する知能検査を開発し

た。すなわち,前者の能力を認知処理過程尺度で測定し,後者の能力を習得度尺度で測定す

る。また，ルリアモデルを参考に，認知処理過程尺度は，継次処理尺度と同時処理尺度に

分けた。 

2004年に米国ではＫ－ＡＢＣからＫＡＢＣ－Ⅱに改訂されたことから，日本でも日本版

ＫＡＢＣ－Ⅱが標準化されている。日本版ＫＡＢＣ－Ⅱには，認知処理尺度として，継次

処理尺度（３下位検査），同時処理尺度（２～３下位検査）だけではなく，計画能力尺度

（２下位検査），学習能力尺度（２下位検査）の４つを含む形となる。習得度尺度は，語

い（３下位検査）に加えて，読み（２下位検査），書き（２下位検査），算数（２下位検

査）を含めており，認知能力と学力面を対比して測定できるようになっている。 

 

言語聴覚士（ＳＴ） 

 音声機能，言語機能又は聴覚に障害のある者についてその機能の維持向上を図るため，

言語訓練その他の訓練，これに必要な検査及び助言，指導その他の援助を行うことを業と

する者と定義づけられている。対象とする主な障害は，ことばの障害（失語症や言語発達

遅滞など），きこえの障害（聴覚障害など），声や発音の障害（音声障害や構音障害），食べ

る機能の障害（摂食・嚥下障害）などがある。このような障害のある者に対し，問題の本

質や発現メカニズムを明らかにし，対処法を見出すために様々なテストや検査を実施し，

評価を行った上で，必要に応じて訓練，指導，助言その他の援助を行う専門職である。 
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口蓋裂 

 口蓋(口の中の天井)が，生まれつき一部分または全体が裂けているために，話し言葉の

呼気が鼻から抜けるなどする状態をいう。口唇だけが裂けている状態を口唇裂，口蓋の形

態には異常がないが口蓋の筋組織に異常がある状態を粘膜下口蓋裂などという。 

 

高機能自閉症 

 知的な遅れのない自閉症を高機能自閉症と言うことがある。高機能自閉症の定義はさま

ざまで特に定説はないが，IQ70や85を基準にすることが多い。「高機能」とは知的に標準

より高いと言うことを意味するのではなく，知的に正常範囲である，つまり明らかな知的

障害がないという意味である。アスペルガー症候群との関係については連続性を強調する

立場と別のカテゴリーとする考え方があり，議論が続いている。アスペルガー症候群と比

較すると，高機能自閉症の方がよりコミュニケーション障害が顕著であり，社会性障害も

重度である。社会性のタイプを両者で比較すると，アスペルガー症候群では積極奇異型が

多いのに対して，高機能自閉症では孤立型が多い。 

 

構造化 

 指導及び学習を組織化，体系化すること。状況の理解が困難，不注意の傾向，自分で思

考や行動を組織立てることが苦手などの状況が見られる場合，自律的自発的に行動したり

考えたりできるようになることを目的として行われる。構造化は，場所や場面，スケジュ

ールや時間，活動の内容や順序などで工夫することができる。 

 

行動療法 

 学習理論とその近接領域の理論に基づき構成されて治療体系である。技法としては，レ

スポンデント条件づけやオペラント条件づけの理論を基礎にもつものと，観察学習などの

社会的学習理論や認知療法の影響を受けた認知行動療法と呼ばれる体系がある。前者は，

不適応行動を行動の誤学習や未学習が原因ととらえ，誤学習の解除や適切行動の再学習を

行う手法をとる。後者は，不適応行動を環境の認知の誤りや不合理な信念の結果であると

考え，その認知や信念の変容を試みることで行動の改善を図ろうとするものである。 

 

広汎性発達障害（ＰＤＤ） 

 広義の自閉症と同義語。自閉症は発達障害であるという考えのもとに命名され，ＤＳＭ-

Ⅲ（精神障害の診断と統計の手引き第３版）で公式の診断カテゴリーとして採用された。

広汎性とは障害のある発達領域が広く，その程度が深いという意味で，相互的人間関係の

スキルおよびコミュニケーションのスキルの発達領域における重篤でかつ広範な損傷と常

同的な行動パターン，興味・活動の限局によって特徴づけられる。ＤＳＭ－５（精神疾患の

分類と診断の手引き第５版）より，広汎性発達障害というカテゴリーは削除され，「自閉症スペ

クトラム障害」へ統合された。 
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合理的配慮 

合理的配慮とは，障害者が他の者との平等を基礎として全ての人権及び基本的自由を享

有し，又は行使することを確保するための，必要かつ適当な変更調整であって，特定の場

合において必要とされるものであり，かつ，均衡を失した又は過度の負担を課さないもの

をいう。障害者基本法及び障害者差別解消法の下においては，正当な理由もしくは過重な

負担が無い場合の合理的配慮の不提供は，法の趣旨に反することに留意する必要がある。

「共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育システム構築のための特別支援教育の推進

（報告）」（中教審初等中等教育分科会，平成24年７月）では，合理的配慮の観点として

次の３観点11項目を挙げている。 

「合理的配慮」の観点① 教育内容・方法 

①－１ 教育内容 

①－１－１ 学習上又は生活上の困難を改善・克服するための配慮 

①－１－２ 学習内容の変更・調整 

①－２ 教育方法 

①－２－１ 情報・コミュニケーション及び教材の配慮 

①－２－２ 学習機会や体験の確保 

①－２－３ 心理面・健康面の配慮 

「合理的配慮」の観点② 支援体制 

②－１ 専門性のある指導体制の整備 

②－２ 幼児児童生徒､教職員､保護者､地域の理解啓発を図るための配慮 

②－３ 災害時等の支援体制の整備 

「合理的配慮」の観点③ 施設・設備 

③－１ 校内環境のバリアフリー化 

③－２ 発達、障害の状態及び特性等に応じた指導ができる施設・設備の配慮 

③－３ 災害時等への対応に必要な施設・設備の配慮 

 

個別の教育支援計画 

「今後の特別支援教育の在り方について（最終報告）」（特別支援教育の在り方に関す

る調査研究協力者会議，2003年３月28日）において，はじめて紹介された。そこでは「現

在，各都道府県等で進めつつある，教育，福祉，医療，労働等が一体となって乳幼児期か

ら学校卒業後まで障害のある子ども及びその保護者等に対する相談及び支援を行う体制の

整備を更に進め，一人一人の障害のある児童生徒の一貫した『個別の教育支援計画』を策

定することについて積極的に検討を進めていく必要がある。この計画の策定について，新

しい障害者基本計画にも規定されており，適切な教育的支援を効果的かつ効率的に行うた

め教育上の指導や支援の具体的な内容，方法等を計画，実施，評価して，よりよいものに

改善していく仕組みとして重要なものと考えられる。」と示された。発達障害者支援法の



 73 

施行に伴って示された局長通知において，ＬＤ・ＡＤＨＤ・高機能自閉症等についても，

必要に応じて策定することが明記された。なお，学齢期にとどまらず，生後から生涯にわ

たって障害者を支援する計画を，個別の支援計画と呼んでいる。また，「共生社会の形成

に向けたインクルーシブ教育システム構築のための特別支援教育の推進（報告）」（中教審

初等中等教育分科会，平成24年７月）によると，合理的配慮の内容は個別の教育支援計画

に明記し，個別の指導計画に活用することが望ましく，あわせて，個別の教育支援計画の

引継ぎによって，「合理的配慮」の引継ぎを行うことが必要である，とされている。 

 

個別の指導計画 

 盲学校・聾学校および特別支援学校の学習指導要領において，作成が義務化された個に

対する学校における指導計画である。個別の指導計画には，「実態把握」「目標（おおよ

そ１年間を目処にした長期目標と学期ごとの短期目標）」「指導の手立て」「評価」など

の項目が盛り込まれ，これらは一連のサイクルとして機能することが重要とされている。 

 

コミュニケーション障害 

ＤＳＭ－５（精神疾患の分類と診断の手引き第５版）の用語で，言語および会話におけ

る困難さによって特徴づけられるもので，(1)言語障害，(2)語音障害，(3)小児期発症流暢

障害（吃音），(4)社会的（語用論的）コミュニケーション障害，(5)特定不能のコミュニ

ケーション障害が含まれる。 

 

【サ行】 

サイン言語 

非音声言語と呼ばれる。話しことば以外のコミュニケーション手段のうち，サイン（身

ぶり），手話，指文字等を総称した概念を指す。 

 

作業療法士（ＯＴ） 

 身体・精神の障害により日々の生活に支障が生じている者が，快適に自分らしく生きて

いけるようリハビリの支援をするのが，作業療法士の仕事である。身体障害，精神障害，

小児の発達障害，高齢に伴う障害など様々な分野のリハビリテーションの現場で，手工芸

や遊び・スポーツ，会話や食事など様々な「作業」を通して，応用的動作能力や社会的適

応能力の回復を図る。 

 

支援員 

 従来，自治体が介助員，学習支援員として独自に行っていた事業を，国の事業として「特

別支援教育支援員」という広い概念で行うものである。具体的な役割は，障害のある児童

生徒に対し，食事，排泄，教室の移動補助などの学校における日常生活動作の介助，ＬＤ
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の児童生徒に対する学習支援，ＡＤＨＤの児童生徒に対する安全確保など学習活動上のサ

ポートを行う。 

 

自閉症スペクトラム（障害）（ＡＳＤ） 

 ウィング（Wing,L.）は,自閉的な特徴のある子どもたちであっても知的障害の有無など

その付随する特徴によって支援が大きく異なることを問題として,他の特徴の有無にかか

わらず自閉的な特徴のある状態は基本的に一連の連続しているものであり,同じような支

援が必要であることを強調する意味で，広汎性発達障害の各下位分類の状態を一括して自

閉症スペクトラムと呼ぶことを提唱した。ＤＳＭ－５（精神疾患の分類と診断の手引第５

版）では，広汎性発達障害，アスペルガー症候群の診断名が無くなり，自閉症スペクトラ

ム障害（自閉スペクトラム症）に統合された。 

 

障害者権利条約 

障害者の人権及び基本的自由の享有を確保し，障害者の固有の尊厳の尊重を促進するこ

とを目的として，障害者の権利の実現のための措置等について定めた条約。2006年12月13

日に国連総会において採択され，日本は2007年9月28日に署名し，2014年1月20日に批准し

た。 

 この条約の第２条では，合理的配慮についての定義が，第24条では，あらゆる段階にお

ける障害者を包容する教育制度（インクルーシブ教育システム）及び障害学習の確保や，

合理的配慮の提供が謳われている。 

 

障害者差別解消法 

国連の「障害者の権利に関する条約」の締結に向けた国内法制度の整備の一環として，

全ての国民が，障害の有無によって分け隔てられることなく，相互に人格と個性を尊重し

合いながら共生する社会の実現に向け，障害を理由とする差別の解消を推進することを目

的として，平成25年6月に制定された法律。正式には，「障害を理由とする差別の解消の推

進に関する法律」という。その中では，障害を理由とする不当な差別的取扱いの禁止，障

害者から社会的障壁の除去を必要としている旨の意思の表明があった場合において，その

実施に伴う負担が過重でないときは，障害者の権利利益を侵害することとならないよう，

当該障害者の性別，年齢及び障害の状態に応じて，社会的障壁の除去の実施について必要

かつ合理的な配慮をしなければならないことが定められている。 

 

就労移行支援事業 

 障害者自立支援法で定める障害者福祉サービスの一つ。本事業を提供する事業所等にお

いて働くための基礎的な訓練や作業訓練を行うほか，ハローワーク，地域障害者職業セン

ター，障害者就業・生活支援センターとも連携して，企業等での職場実習，求職活動への

支援，就職後の職場定着支援などが行われることになっている。対象は，一般就労を希望
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し本事業を通じて就労等が見込まれる65歳未満の人で，標準利用期間は24ヶ月以内とされ

ている。 

 

情緒障害 

 従来，情緒障害という用語は，自閉症に加えて，不登校，緘黙，チックなどの状態の総

称として用いられていた。発達障害である自閉症と，不登校などの心理的な問題を中心と

する状態とは概念的にも異なる障害であり，両者を同一の用語で包括することは不適切な

場合も多い。このような中，平成21年２月に文部科学省より「『情緒障害者』を対象とす

る特別支援学級の名称について（通知）」が出され，これまでの情緒障害特別支援学級か

ら自閉症・情緒障害特別支援学級と名称が変更になった。つまり，「情緒障害」から「自

閉症」が切り分けられ，独立した一つの障害として位置付けられた。 

 

衝動性 

 欲求を充足するための行動が，効率について熟慮されることなく即時的，直接的な効果

を得ることのみを目的として生起する状態を説明する概念。人が何かをするときは，その

行動の結果を考えてから行うものであるが，衝動性が強いと頭の中で，考える前に行動し

てしまう。その結果，さまざまな失敗をする。ＤＳＭ－５（精神疾患の分類と診断の手引

第５版）では，衝動性の３項目と多動性の６項目とを合わせて９項目中６項目が該当すれ

ばＡＤＨＤと診断しうるとしている。 

 

書字障害（書字表出障害，ディスグラフィア） 

 書字障害は，読字障害と同様，学習の中核ともいえる書きに困難を示す状態であり，Ｌ

Ｄの中核的つまずきである。ディスレクシア（読字障害）に対してディスグラフィア（書

字障害）という呼称も使われてきた。知的発達水準の低さは見られないが，それに相応し

ない書き能力を示す。具体的には，「不正確な綴り」「読みにくい字」「文法的な誤り」

「決まったパターンや，短い文章」などが特徴としてみられる。口頭による表出言語には

支障がないため，話し言葉による表現力と，書字によって表現された能力との間には大き

な乖離が存在する。また，書き障害にはいくつかの様相がある。読み障害が見られ，その

結果として書き障害が見られるものでは，書写，つまり見本を正確に写すことはできるが，

自分で文字を想起し，正しく書くことに困難がある。また，微細運動機能の弱さや，筋緊

張の低下，目と手の協応の困難などからくる運動性の書き障害もある。この場合は，文字

を想起し書くことはできても，読みにくい字になってしまったり書字にかかる速度の遅さ

が見られたりする。さらに，空間認識能力の弱さから書き障害をきたす場合もある。 

 

Ｓ-Ｍ社会生活能力検査     

 子どもの日常生活における行動について，養育者からの聴取により社会生活能力を測定

する質問紙検査である。対象年齢は１歳から13歳までだが，発達上の遅れがある場合は13
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歳以上の年齢にも適用できる。結果については「身辺自立」「移動」「作業」「意思交換」

「集団参加」「自己統制」の６領域のプロフィールが得られ，さらに社会生活年齢（ＳＡ），

社会生活指数（ＳＱ）を算出し，社会生活能力面のバランスについて検討する。平成28年

４月に第３版が発売予定。 

 

スクリーニング 

 スクリーニング検査は予備検査として大きくふるい分ける検査である。目的とする対象

がその範疇に入ることが要求され，その周辺までを広く拾う検査でもある。したがって，

診断を目的としたものではない。 

 

ソーシャルスキル 

 心理学の分野では「社会的スキル」とも呼ばれ，その定義は研究者によってさまざまで

ある。心理教育的実践の視点では「対人場面において相手への効果的な働きかけを支える

技能」をさし，使用されている。発達障害のある子どもの社会性に関するつまずきは，ソ

ーシャルスキルの介在を想定することで説明が可能になる状況が多く，「対人行動」と呼

ばれる一連の現象の中に，ソーシャルスキルの欠如，あるいは運用困難を仮定することで，

臨床実践上の働きかけが可能になる。ソーシャルスキルトレーニングがその代表である。

具体的なソーシャルスキルの内容は多岐にわたるが，発達障害等のある子どもにとって，

つまずきやすいものとして，集団参加に関するスキル（ルール理解，役割遂行），コミュ

ニケーションスキル（言語・非言語），相手の感情理解スキルなどがあげられる。これら

を中心に，一人一人の特性に応じた個別的なソーシャルスキルの習得が必要になる。 

 

ソーシャルスキルトレーニング（ＳＳＴ） 

 1970年代初頭に米国で提唱された手法で，問題行動を示す子どもを対象とした時期から，

精神科領域や，障害のある子ども全般へとその対象を広げながら，行動理論を背景とした

技法を使用しつつ発展してきた。現在でも，知的障害のある子どもには行動分析的アプロ

ーチが行われることが多い。ＳＳＴでは，教示・モデリング・リハーサル・フィードバッ

クなどの技法を駆使して実施される。発達障害のある子どもに対するＳＳＴは，そのほか

に，例えばロールプレイ，コーチング，シミュレーション学習などさまざまな諸技法を組

み合わせた方法で行われる。時に一般のグループ活動との違いが明確でなくなりやすいが，

(1)指導対象とするスキルを明確に設定している，(2)指導目標を達成するための方法論を

もっている，(3)適切な評価がなされていることなどがＳＳＴと呼ぶための最低基準と言え

る。また，精神障害者へのＳＳＴでは，生活上のスキル習得をテーマにすることも多く，

生活技能訓練と呼ばれることがある点などが，学級適応や友人関係を限定的に扱うことが

多い発達障害児等へのＳＳＴとの違いである。 
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【タ行】 

多動性 

 じっとしていなければならない状況で過度に落ち着きがない状態である。状況によって

は動き回ったり，離席が激しく，座っていても常に体の一部が動いていたりする。ＤＳＭ

－５（精神疾患の分類と診断の手引第５版）ではしゃべり過ぎも含めて多動を６項目に分

類し，衝動性の３項目を合わせて９項目中６項目が該当するとＡＤＨＤと診断しうるとし

ている。 

 

田中ビネー知能検査 

 わが国における代表的な個別式知能検査。２歳から成人までの一般知能を測定する。 子

どもが興味を示すよう検査用具を工夫。 大学の心理学研究，幼稚園から中学校，教育相談

所，病院等で幅広く利用されている知能検査。結果は精神年齢と知能指数で示され，アン

バランスは項目分析と行動観察から把握される。 

 

短期記憶  

 情報が提示された後，数秒から１分ぐらいで忘却する短期間の記憶をさす。情報が保持

される時間により長期記憶と対比して用いられるが，両者の区分の考え方には議論がある。

短期記憶の容量と保持時間には限界がある。一度に記憶できる最大量は７±２チャンクで

あると言われ，情報を保持できる時間は通常15秒から30秒と考えられている。この時間内

にリハーサルを行うことにより，情報を短期記憶から長期記憶へ送ることが可能になる。 

 

チック障害 

 チックは不随意に生じる，突発的，反復的，非律動的，常同的で急速な運動又は発声で

ある。チックには，運動性チック（瞬き，口をゆがめる，舌を出す，顔をしかめる，首を

傾ける，肩をすくめる，飛び上がる，足を踏みならすなど）と音声チック（咳払い，舌を

鳴らす，叫ぶ，単語を言う，反復言語，反響言語，汚言など）がある。チックは，その時

の状況に合わない動きや発声のため，奇異な印象を与えることが多い。治療では，本人に

チックを止めるように言わないこと。生活の困難が強い場合，薬剤の使用を考える。 

 

注意欠如多動性障害（注意欠如多動症，ＡＤＨＤ） 

 注意欠如多動性障害（以下ＡＤＨＤ）は，注意欠如（気の散りやすさと持続的な注意困

難），多動性（過活動と落ち着きのなさ），衝動性（衝動抑制不良と自己抑制能力低下）

の３つの特徴がいくつかの組合せで出現する。小児期によく認められる神経行動障害であ

るが，成人にもち越すことも多く，基本的には一生涯続くものと考えられる。このような

症状は広汎にわたり，日常生活において個々の能力の発揮を妨げる。ＤＳＭ－５（精神疾

患の分類と診断の手引第５版）では不注意優勢型，多動性－衝動性優勢型，混合型の３タ
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イプに分類している。通常，学力不振，家族や友人との人間関係，自尊心の低下に関する

問題を示す。学齢が高くなるにつれて臨床像は変化し，学齢前期に見られた落ち着きのな

さや攻撃性などにかわって注意力の欠如が目立ってくることが多い。 

 

長期記憶 

 短期記憶に対して，容量制限がなく数年にわたるほぼ永続的な保持期間をもつ記憶をさ

す。長期記憶は，言語で記述できる事実に関する宣言的記憶（陳述的記憶）と，一般にス

キルをさす手続き記憶（例：自転車の乗り方）に分けられる。宣言的記憶はさらに，言語・

概念的情報に関する一般的知識としての意味記憶（例：りんごは果物）と，特定の時間・

空間的文脈の中の出来事であるエピソード記憶（例：６年生の時に東京へ転居した）に分

けられる。 

 

通級指導教室 

通級指導教室とは，1993年に制度化された「通級による指導」の場を言う。特別支援学

級とは異なり，この制度を利用する児童生徒は通常の学級に在籍し，言語障害・弱視・難

聴・ＬＤ・ＡＤＨＤ等の障害に基づく種々の困難を改善するための特別な指導（自立活動

等）を週８時間以内受けることができる。また，必要に応じて各教科の補充指導を受ける

ことも可能である。通級による指導の形態は，自校通級，他校通級等がある。 

 

ＴＥＡＣＣＨ 

1960 年代にアメリカ・ノースカロライナ大学のエリック・ショプラ－（Schopler,E.）

教授によって創始された自閉症者のための包括的支援プログラムである。「自閉症および

関連領域コミュニケーション障害をもつ子どものための治療と教育」と訳される。1972年

以降ノースカロライナ州において全州規模で実施され，自閉症者のほとんどが地域で生活

できるようになった。このプログラムは自閉症の特性理解に立ち，個々の力に応じて社会

生活に必要なスキルを優先的に身に付けさせていくことを基本としながら，一方で子ども

を取り巻く環境を整えることで，子どもの苦手な部分をカバーしようとするものである。

ＴＥＡＣＣＨは世界中の国々に大きなインパクトを与え，現在世界各国でＴＥＡＣＣＨの

アイデアを参考にした実践や応用が広く行われている。 

 

伝音性難聴 

ヒトの耳に外界から空気の振動である可聴音（20 Hz - 20,000 Hz と言われている）が

外耳と中耳を通して内耳へ伝えられることが，外耳・中耳・蝸牛窓・前庭窓のいずれか，

又はそのすべてがおかされ，伝送特性が変化するために起こる聴覚障害を言う。 

 

トークンエコノミー 

 トークンとは代用貨幣を意味する。事前に設定された比率に基づき行動に対してトーク
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ンを提供したり（強化），低減させるためにトークンを取り上げたり（罰・レスポンスコ

スト）するシステムである。このトークンは好きなものや活動（バックアップ強化子）と

交換できることが約束されており，このことが行動の形成と維持に重要な意味をもつ。児

童生徒の指導場面においてトークンは，シールやスタンプ等が用いられる場合が多い。 

 

読字障害（ディスレクシア） 

 読字障害は，学習の中核である読みに困難を示す状態であり，ＬＤの中核的なつまずき

といえる。知的発達水準の低さは見られないが，それに相応しない読み能力，読みの達成

度を示す。主なつまずき領域としては「語の正確な読み」があげられる。具体的には，「逐

次読みになる」「読み間違いが多い」「特殊音節や漢字が読めない」等のつまずきとして

表れる。このような語の正確な読みの障害は，ディスレクシアとほぼ同義としてとらえら

れる。つまり，聞いて理解することはできても，文字を見て理解することが難しい。主な

原因は「音韻認識」の弱さが指摘されており，話し言葉の個々の音と文字との対応が難し

く，文字から音を想起すること（デコーディング）に支障をきたす。このタイプのつまず

きは，読解を含めた広範囲なつまずきへと拡がる危険性もあるが，デコーディングのみが

弱い場合，言語能力は保障されているため，読解問題など一般的知識によって推測し解い

てしまうこともある。また，このタイプのつまずきは，音から文字を想起すること，すな

わち「書くこと」においてもつまずきを伴うことが多い（書きの問題を併せもつことを強

調する意味で，発達性読み書き障害という用語が使われる場合もある） 

 ２つ目のつまずきとしては「流暢性」があげられる。流暢性のある読みとは，文字をす

ばやく，正確に，適切な調子で読むことをさす。音韻的な問題はなくても，流暢性のつま

ずきから読解に困難を示すことも多い。この背景には，自動化され，労を要さない読みが

実現できれば，読解といったより高次な処理に能力を注げるといった考え方がある。 

 ３つ目のつまずきは「読解」である。「読解」は，読みにおいて最も幸二で総合的な認

知活動であるため，「語の正確な読み」や「流暢性」の乏しさ，さらには「聞いて理解す

る能力」の弱さによっても困難をきたす。 

 読字障害への指導については，近年，早期支援の効果が報告されている。科学的根拠に

基づいた効果的な指導・支援によって，次第に正確に読めるようにはなるが，読みの速度

については完全には補償しがたいことも指摘されている。    

 

【ナ行】 

二次障害 

 二次障害とは，もともとは，脳性麻痺において何らかの理由により本来ある障害が悪化

した状態や新たに別の障害が生じた状態に対して使用されていた用語である。一方，発達

障害領域では，発達障害と関連したストレス状況を背景として生じている情緒・行動・精

神面の問題をさして使われるのが一般的である。二次障害の内容としては，情緒面の不安
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定さ（過敏性や自尊心低下など），心身症（過敏性腸症候群や緊張性頭痛など），行動障

害（不登校や反社会的行動など），精神障害（不安障害や強迫性障害など）などがある。

二次障害の主な背景要因には，失敗体験・注意や叱責される体験の持続などのような外部

からのストレッサーの蓄積のほか，自分が友人たちと違う存在であることに気づくという

同一性拡散の問題がある。背景要因にこうした特徴があることから，二次障害は思春期前

後から出現しやすい。 

 

認定特別支援学校就学者 

 障害が，学校教育法施行令第22条の３に該当する者のうち，市町村教育委員会が，障害

の状態，教育上必要な支援の内容，地域における教育の体制の整備の状況その他の事情を

勘案して，特別支援学校に就学することが適当であると認める者のこと。 

 

ノーマライゼーション 

障害者や高齢者など社会的弱者とされる人々の生活や，生活改善の手法を「ノーマル」

にすること。歴史的には，1960年代前後の北欧において，大規模施設に収容された知的障

害者の生活を改善する運動から始まり，北欧から英国，およびわが国に浸透した。ヴォル

フェンスベルガー（Wolfensberger,W.）は，文化的に通常となっている手段を用いて障害

者の生活を平均的な人々と同じ生活状態（収入，住居，保健サービスなど）にしたり，障

害者の機能や能力を高めたりすることとしている。この言葉は汎用される傾向にあるが，

「ノーマル」や「通常」な状態が極めて曖昧なものである。われわれは，この言葉をもっ

と慎重に使い，障害者の生活のどの側面をどのような状態に改善することがノーマライゼ

ーションなのかを考えていくべきであると思われる。 

 

【ハ行】 

バリアフリー 

 障害者や高齢者にとってバリア（障壁）になっているものをフリー（除去・軽減）にす

ることである。バリアには，建物や公共交通といった物理面，法制度や慣習などの制度面，

偏見といった心理面，そして情報面といった４つの側面がある。最近では，障害者や高齢

者だけではなく，年齢や性別の違いを問わずあらゆる人々が利用・アクセスしやすいよう

にあらかじめ設計することを意味する「ユニバーサルデザイン」が重視されつつある。 

 

不注意（注意力の障害） 

 不注意は集中困難と訳されたり，被転導性（気の散りやすさ）と同義に考えられたりす

る。ＤＳＭ－５（精神疾患の分類と診断の手引第５版）では，簡単な誤りが多い，注意持

続困難，言うことを聞いていないように見える，指示に従えない，課題や活動を順序立て

ることができない，精神的活動（学習など）を嫌がる，物をなくす，気が散りやすい，忘
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れやすいと，行動特徴を９項目に表し，６項目の該当（17歳以上は５項目）で注意欠如多

動性障害（注意欠如多動症 ＡＤＨＤ）と診断しうるとしている。 

 

フラッシュバック 

 過去の体験が，今，目の前でありありと起こっているかのように，不安，恐怖や怒りな

どの感情を伴って再体験されること。もともとは薬物依存症で，一定の正常期間を経て精

神症状が再燃することであった。ＰＴＳＤ（心的外傷ストレス症候群）において，過去の

トラウマ体験が，現在のストレスによってフラッシュバックされることが多い。本人にと

っては，過去のつらい出来事が再体験されるわけであるから，苦痛感を伴い，それによっ

て日常生活での支障が起こり，解離や抑うつ症状を合併してくることもある。なお，広汎

性発達障害児・者における「タイムスリップ現象」は，フラッシュバック類似で不安，苦

痛を伴う再体験のこともあるが，独特の記憶によって過去の出来事が，今起こった事のよ

うに感じられるものである。 

 

フロスティッグ視知覚発達検査 

幼児・児童の視知覚能力を評価する検査である。対象年齢は４歳から７歳11ヶ月に適用

できる。施行は個別式，集団式での実施が可能である。検査は「視覚と運動の協応」「図

形と素地」「形の恒常性」「空間における位置」「空間関係」の５つの下位検査からなる。

結果として出される知覚年齢（ＰＡ），評価点（ＳＳ），知覚指数（ＰＱ）から視知覚の

発達を検討できる。 

 

ペアレントトレーニング 

 広義には親が子どものしつけのために訓練を受けることであるが，狭義には主にＡＤＨ

ＤやＬＤのある子どもの親が，子どもの様々な行動上の問題に対処するために，シリーズ

でトレーナーから訓練を受けることをさしている。 

 

補助代替コミュニケーション（ＡＡＣ） 

 話し言葉によるコミュニケーションが困難な知的障害児や運動障害児が，話し言葉を補

ったり（補助），話し言葉の代わりをしたり（代替）する手段を用いて行うコミュニケー

ション。最も身近な手段としては文字や手話がある。年少の知的障害児のために開発され

た補助代替手段として，サイン（身体運動を使って表す）やシンボル（図形や絵などで表

す）がある。マカトンサインは，330の基本語彙にそれぞれサインを定め，子どもの発達レ

ベルやニーズに合わせて語彙を選び教える。運動障害のある人は，図形やスイッチ操作で

ポイントして伝達する。最近はスマートフォンやタブレットＰＣ等のＩＣＴ機器等を活用

したＡＡＣ技術も進んでいる。 
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【マ行】 

ムーブメント教育 

この教育・療法は，アメリカの著名な知覚－運動学習理論家である，マリアンヌ・フロ

スティッグ博士（Ｆrostig.Ｍ）が，1970年にムーブメント教育・療法の理論や実践の著書

を公にし，体系化を行ったものである。ムーブメント教育・療法は，従来の単なる体育遊

びや体育指導ではなく，子ども（対象者）の自主性，自発性を尊重し，子ども自身が動く

ことを学び，動きをとおして「からだ（動くこと）」と「あたま（考えること）」と「ここ

ろ（感じること）」の調和のとれた発達を援助するものである。 

  

【ヤ行】 

ユニバーサルデザイン 

 障害者の権利に関する条約第２条の中に，「ユニバーサルデザインは，調整又は特別な

設計を必要とすることなく，最大限可能な範囲で全ての人が使用することができる製品，

環境，計画及びサービスの設計をいう」と明示されている。そもそもユニバーサルデザイ

ン（以下ＵＤ）は，建築家ロナルド・メイス（Mace,Ronald L.）によって提唱された理念

であり，(1)誰でも公平に利用できる，(2)使用の自由度が高い，(3)使い方が簡単ですぐに

わかる，(4)必要な情報がすぐにわかる，(5)操作ミスや危険につながらない，(6)ムリのな

い姿勢で楽に使える，(7)使いやすい空間が確保される，とＵＤ７原則の概念が提案されて

いる。この７原則を，教育や授業に置き換えて考える動きがある。アメリカのＣＡＳＴが

提案している「学びのユニバーサルデザイン」では，教師が学習者に対し，次のような３

原則をあげ，教師が学習者の様々なニーズに合わせた多様なアプローチを用意することの

重要性を提案している。 

 ・取組のための多様な方法の提供（目的を持ち，やる気のある学習者を育てるために） 

 ・認知のための多様な方法の提供（学習リソースが豊富で，知識を活用できる学習者を

育てるために） 

 ・行動と表出のための多様な方法の提供（方略的で，目的に向けて学べる学習者を育て

るために） 

 

【ラ行】 

理学療法士（ＰＴ） 

 ケガや病気などで身体に障害のある人や障害の発生が予想される人に対して，基本動作

能力（座る，立つ，歩くなど）の回復や維持，および障害の悪化の予防を目的に，運動療

法や物理療法（温熱，電気等の物理的手段を治療目的に利用するもの）などを用いて，自

立した日常生活が送れるよう支援する医学的リハビリテーションの専門職。治療や支援の
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《簡略化された専門用語》 

ＡＤＨＤ：注意欠陥/多動性障害  ＬＤ：学習障害  ＡＳ：アスペルガー症候群 

ＰＤＤ：広汎性発達障害  ＨＦＡ：高機能自閉症  ＡＳＤ：自閉症スペクトラム 

ＣＰ：脳性まひ  ＳＴ：言語療法士  ＯＴ：作業療法士  ＰＴ：理学療法士 

内容については，理学療法士が対象者ひとりひとりについて医学的・社会的視点から身体

能力や生活環境等を十分に評価し，それぞれの目標に向けて適切なプログラムを作成する。

関節可動域の拡大，筋力強化，麻痺の回復，痛みの軽減など運動機能に直接働きかける治

療法から，動作練習，歩行練習などの能力向上を目指す治療法まで，動作改善に必要な技

術を用いて，日常生活の自立を目指す。 

 

【ワ行】 

ワーキングメモリー（作動記憶，作業記憶） 

 ワーキングメモリーは短期記憶の概念から発展した概念で，短期記憶が一定時間の情報

の貯蔵機能を重視するのに対し，ワーキングメモリーは日常生活で必要な様々な認知機能

（例えば会話，読書，計算，推理など）を用いる際に情報がいかに操作され変換されるか

といった，情報の処理機能を重視する。すなわち，ワーキングメモリーは単に情報を保持

するだけでなく，すでに学習した知識や経験を常に参照しながら，より目的に近づくため

に進む並列的な処理過程を支える働きと言える。 

 

 

 

 

 

  



 84 

参考・引用文献 

○茨城県教育研修センター 「個別指導計画に基づく指導方法の在り方」   平成９年 

○茨城県教育研修センター 「特別支援教育における子ども理解の在り方」  

平成15・16年度 

○茨城県教育研修センター 「特別支援教育における授業の実際と評価」 

 平成19・20年度 

○茨城県教育委員会 「教員ハンドブック」 平成24年度 

○文部科学省「小・中学校におけるＬＤ（学習障害），ＡＤＨＤ（注意欠陥／多動性障害），

高機能自閉症の児童生徒への教育支援体制の整備のためのガイドライン（試案）」 

 平成16年 

○北海道立特別支援教育センター「特別支援学級担任のハンドブック（改訂版）」  

平成23年 

○岩手県総合教育センター 「特別支援学級経営の手引」 平成23年度 

○秋田県総合教育センター 「特別支援学級新担任の手引」 平成20年 

○宮城県特別支援教育センター 「一人一人が輝く教育のために」 平成12年 

○岡山県総合教育センター 「特別支援学級担任のためのハンドブック」 平成24年 

○徳島県立総合教育センター 「特別支援学級ハンドブック」 平成22年 

○海津亜希子著 「個別の指導計画作成ハンドブック」 日本文化科学社 平成20年 

○特別支援教育士資格認定協会編 「特別支援教育の理論と実践」 金剛出版 

 平成21年 

○月森久江編 「教室でできる特別支援教育のアイデア172 小学校編」 図書文化社 

 平成17年 

○日本ＬＤ学会編 「ＬＤ・ＡＤＨＤ等関連用語集【第３版】」 日本文化科学社 

 平成23年 



「特別支援学級スタート応援ブック【学級経営編】」

１ 研究助言者

筑波大学大学院 教授 安藤 隆男

２ 研究協力員

那珂市立菅谷東小学校 教諭 藤田 優子

潮 来 市 立 潮 来 小 学 校 教諭 石田 幸子

阿見町立阿見第二小学校 教諭 安藤 尚徳

常陸太田市立太田中学校 教諭 森 むつみ

下 妻 市 立 下 妻 中 学 校 教諭 平吉 亜希子

県立鹿島特別支援学校 教諭 松沢 晴美

県立土浦特別支援学校 教諭 熊澤 つむぎ

県立友部特別支援学校 教諭 海野 有美（平成23年度）

３ 県教育研修センター

所 長 谷田部 佳見

特 別 支 援 教 育 課 長 谷田部 孝子

特別支援教育課指導主事 藤森 幸子

奥岡 智博

外山 薫

大木 勉

羽成 裕明（平成23年度）

特別支援学級スタート応援ブック【学級経営編】

特別支援教育に関する研究

特別支援学級における授業の実際

―特別支援学級スタート応援ブックの作成―

平成23・24年度

平成25年３月 初版

平成28年３月 第２版

編集 茨城県教育研修センター特別支援教育課

〒309-1722

茨城県笠間市平町1410

TEL 0296(78)4437（特別支援教育課）

FAX 0296(78)2122

URL http://www.center.ibk.ed.jp/


	学級経営編表紙
	特別支援学級スタート応援ブック改訂について
	学級経営編
	学級経営編裏表紙

